
職雇障発0620第１号 

                              平 成 30年 ６ 月 20日 

 

各府省庁 人事担当課長 殿 

 

厚生労働省職業安定局雇用開発部  

  障害者雇用対策課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

｢障害者任免状況通報書」に関する説明会への参加並びに再点検及び報告等の依頼について 

 

  国の機関及び地方公共団体は、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123

号。以下「法」という。）第40条に基づき、毎年、障害者任免状況通報書（以下「通報書」

という。）により障害者である職員の任免に関する状況を厚生労働大臣に通報しなければ

ならないこととされています。 

この度、一部の機関において、本通報の対象となる障害者の範囲等について解釈の誤り

が見られたこと等から、通報の信頼性及び適正性を確保するため、下記１のとおり説明会

を開催することといたしましたので、必ず御参加いただくようお願いいたします。 

また、下記の点を前提に、例年通り平成30年６月１日現在の状況について通報いただく

とともに、昨年通報された平成29年６月１日現在の状況についても、改めて貴機関におい

て内容を点検し、その結果を御報告いただきますよう、宜しくお願いいたします。詳細は

説明会にて御説明いたしますが、予め御承知置きいただきたくお願いいたします。 

 

記 

 

１ 説明会の開催について 

日時：平成30年６月20日（水）14時～（１時間程度） 

場所：中央労働委員会 ７階講堂 

〒105-0011 港区芝公園1-5-32 労働委員会会館（TEL 03-5403-2111） 

 

２ 平成30年６月１日現在の状況の通報について 

通報の信頼性及び適正性を確保する観点から、別添チェックシートの内容を確認の上、

平成30年６月１日現在の状況について、通報に向けた作業を進めて下さい。通報に当た

っては、チェックシートについても項目の記載を行った上で、通報書と併せて提出いた

だくようお願いします。 

なお、その他作業にあたっての全般的な事項については、「障害者である職員の任免

に関する状況の通報について」（平成30年５月31日付け職雇障発0531第１号）にて既報

の通りであるので、本通知に沿って進めていただくようお願いします。 
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３ 平成29年６月１日現在の状況の再点検及び報告について 

平成29年６月１日現在の状況の再点検に当たっても、別添チェックシートの内容を確

認の上、適宜活用していただくとともに、別添１にて点検の結果を報告いただくようお

願いいたします。また、通報書の内容に修正を必要とする場合には、別添２により適正

な数値に直したものを提出して下さい。その際は、既に提出された通報書（写）につい

ても、修正箇所を赤字見え消しした上で別添２と併せて提出して下さい。 

 

４ 報告期日 

平成30年６月１日現在の通報については、既報のとおり、７月17日（火）までに提出

いただくこととしておりますが、平成29年６月１日現在の状況の点検の結果の報告につ

いても、７月17日（火）までの御報告をお願いします。 

 

５ 提出先及び問い合わせ先 

（１）提出先  

〒100－8916 東京都千代田区霞が関１－２－２ 

厚生労働省職業安定局雇用開発部障害者雇用対策課雇用指導第二係 

 

（２）問い合わせ先 

・障害者雇用率制度及び説明会について 

障害者雇用対策課雇用指導第二係 渡部、石原 

（電話番号）03－5253－1111（内線5789）、03－3502－6775（直通） 

（メールアドレス）watanabe-ai@mhlw.go.jp 

ishihara-kiyoko@mhlw.go.jp 

 

・「プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライン」について 

障害者雇用対策課障害者雇用専門官 田中 

（電話番号）03－5253－1111（内線5829）、03－3502－6775（直通） 

（メールアドレス）tanaka-mari01@mhlw.go.jp 
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1 ｢プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライン｣の｢Ⅱ.対象者の把握・確認方法｣を読みましたか。
※読んだ上で、以下２～４についてチェックをお願いします。 □

2

採用前から障害者であることを把握している方に対して確認する場合、
　①利用目的（障害者の雇用状況の報告に用いること）
　②毎年利用するものであること
等を明示した上で、本人の同意を得て、必要な範囲内で障害者手帳を確認する等ガイドラインを踏まえた様々
な配慮を行っていますか。

□

3

２及び４以外の方に対して障害者であることを把握する場合、職員全員へのメールを配信や書類の配布など画
一的な手段で、
　①利用目的（障害者の雇用状況の報告に用いること）
　②毎年度利用するものであること
　③業務命令として、申告を呼びかけているものではないこと
等を明示した上で、本人の同意を得て、必要な範囲内で障害者手帳等を確認していますか。

□

4

特定の個人に対し、障害者であることの確認を行う場合、
　①照会の理由
　②照会へは必ず回答しなければならないものではないこと
　③利用目的の明示
　④労働者を特定して尋ねる根拠となる情報及び経緯等
を説明して、本人の同意を得る等、ガイドラインを踏まえた様々な配慮を行っていますか。

□

5

身体障害者であること及び障害程度については、身体障害者手帳（原本又は写し）を確認しましたか。
※対象となる障害者は、手帳に記載されている障害程度等級が１級から６級に該当する方で、口頭での申告等によるのではなく、本人の同意に基
づき手帳の原本又は写しにより確認を行うことが必要です。
※都道府県知事の定める医師若しくは産業医による診断書・意見書（ただし、心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう若しくは直腸、小腸、ヒト免疫不全ウイ
ルスによる免疫又は肝臓の機能の障害については、都道府県知事の定める医師によるものに限る。）によって確認を行うことも認められています
が、手帳以外の確認書類がある場合は、裏面の問い合わせ先までお問い合わせください。

□

6
知的障害者であること及び障害程度については、療育手帳（原本又は写し）を確認しましたか。
※手帳を交付する自治体により、その名称が異なります。（例：「みどりの手帳」「愛護手帳」「愛の手帳」）
※対象となる障害者は、手帳の交付を受けている方で、口頭での申告等によるのではなく、本人の同意に基づき手帳の原本又は写しにより確認を
行うことが必要です。

□

7
療育手帳による確認ができない場合、児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター、精神保健
指定医、又は障害者職業センターによる知的障害者であることの判定書（原本又は写し）を確認しましたか。
※対象となる障害者は、判定書において知的障害者であると判定された方で、口頭での申告等によるのではなく、本人の同意に基づき判定書の原
本又は写しにより確認を行うことが必要です。

□

8
精神障害者については、精神障害者保健福祉手帳（原本又は写し）を確認しましたか。
※対象となる障害者は、手帳の交付を受けている方で、口頭での申告等によるのではなく、本人の同意に基づき手帳の原本又は写しにより確認を
行うことが必要です。

□

9 常勤、非常勤のいかんを問わず、期間の定めなく勤務している職員を計上していますか。
※定員内の職員であるか否かを問わず、１年を超えて引き続き雇用されると見込まれる方は常時勤務する職員となります。 □

10 １週間の所定労働時間が、20時間以上30時間未満の職員は短時間勤務職員として計上していますか。 □

11 １週間の所定労働時間が20時間未満の職員は算定から除外していますか。 □

＜知的障害者であることの確認＞

障害者の任免状況の通報に関するチェックシート

平成　　年　　月　　日確認

Ⅰ　障害者である職員の適正な把握・確認の方法について
「プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライン」に沿って、適切な把握・確認をお願いします。

Ⅱ　雇用率の対象となる障害者であることの確認について
本人の同意に基づいて確認をお願いします。

＜身体障害者であることの確認＞

＜精神障害者であることの確認＞

Ⅲ　職員・障害者の数の計上について

＜職員の数の計上＞

別 添
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12 重度身体障害者について、身体障害者障害程度等級が１級又は２級である方が計上されていますか。 □

13

重度知的障害者について、次のいずれかに該当する方が計上されていますか。
  ①療育手帳で障害の程度が重度とされている方
  ②児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター、精神保健指定医による判定書において、障害
の程度が重度と判定された方
  ③地域障害者職業センターによる判定書において「重度知的障害者である」と判定された方

□

14

精神障害者である短時間勤務職員について、次のいずれかに該当する方は、1人と計上されていますか。
  ①平成27年６月２日以降に採用された方
  ②平成27年６月２日より前に採用された方で、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を交付された方
※平成３０年４月１日以降の取扱いとなります。

□

15
障害者任免状況通報書の内容について、個人情報の取扱に留意した上で複数人によりチェックし、誤りがない
ことを確認していますか。 □

＜精神障害者である短時間勤務職員の計上に関する特例＞

Ⅲ　職員・障害者の数の計上について

※上記の取扱について、判断を迷う場合は、下記問い合わせ先までお問い合わせください。

【問い合わせ先】
　厚生労働省職業安定局雇用開発部障害者雇用対策課雇用指導第二係　電話番号：03-5253-1111（内線5789）、03-3502-6775（直通）

＜重度障害者の数の計上＞

Ⅳ　その他

※重度身体障害者・重度知的障害者については、以下のとおり、みなします。
　・１週間の所定労働時間が30時間以上の場合、１人をもって２人
　・１週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の場合、１人をもって１人

提出機関名
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別添１ 
 

平 成 30年  月  日 

 

厚生労働省職業安定局雇用開発部  

障害者雇用対策課長 あて 

 

 ○○省（庁）○○課○○課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

平成30年○月○日付け文書に対し、以下のとおり報告する。 

 

□ 点検を実施した結果、障害者任免状況通報書の修正は要しない。 

 

□ 点検を実施した結果、以下の修正を行った上で、障害者任免状況報告書を再

提出する。 

 

【修正内容及び修正理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【点検の実施方法（特に、対象障害者であることの確認方法）】 
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（日本工業規格Ａ列４）

年 ６ 月 １ 日

Ａ　任免状況

① 職員の数 （〔注意〕 2、3参照） ② 除外職員の数 （〔注意〕 3、4参照） ③ 旧除外職員の数 （〔注意〕 3、5参照）

a 職員の数 b 短時間勤務職 c 職員の総数 d 除外職員の数 e 短時間勤務 f 除外職員の総数 g 旧除外職員の数 h 短時間勤務 i 旧除外職員

（短時間勤務職員 員の数 = a+b×0.5 （短時間勤務職員 除外職員の数 = d+e×0.5 （短時間勤務職員 旧除外職員の数 の総数

を除く） を除く） を除く） = g+h×0.5

人 人 人 人 人 人 人 人 人

④　①から②を除いた職員のうち身体障害者、知的障害者又は精神障害者である職員の数 （〔注意〕 3、6参照）

(ｲ) (ﾛ) (ﾊ) (ﾆ) (ﾎ) (ﾍ) (ﾄ) (ﾁ) (ﾘ) (ﾇ) (ﾙ) (ｦ) (ﾜ)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

Ｂ　上記に基づく計算

⑤ 現在設定されている除 ⑥ 基準割合 ⑦ ⑥に基づく除外率 ⑧ 適用される除外率 ⑨ 法定雇用障害者数の算 ⑩ 障害者計 ⑪ 実雇用率 ⑫ 法定雇用障害者数を達成

外率（〔注意〕 7参照） ={③i/(①c-②f)}×100 （〔注意〕 10参照） （〔注意〕 11参照） 　定の基礎となる職員の数　 =④(ﾎ)+④(ﾇ)+④(ﾜ) =(⑩/⑨)×100   するために採用しなければ

（〔注意〕 8、9参照） 　　=①c-②f-{(①c-②f)×⑧} （〔注意〕 13参照） （〔注意〕 14参照）   ならない身体障害者、知的

（〔注意〕 12参照）   障害者又は精神障害者の数

（〔注意〕 15参照）

％ ％ ％ ％ 人 人 ％ 人

Ｃ　障害者の雇用の促進等に関する法律別表に掲げる種類別の身体障害者数

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人

 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令第８条の規定により、上記のとおり通報する。

年 月 日

任命権者の官職及び氏名

記名押印又は署名

=(ﾙ)+(ｦ)×0.5

ある短時間勤務職員 +(ﾘ)×0.5

人　　数 区　　　　　分 人　　数

である短時間勤務

第４号ハに該当する者

第４号ニに該当する者

 重度知的障害者 知的障害者の数

以外の知的障害者 である短時間勤務 以外の知的障害者で =(ﾍ)×2+(ﾄ)+(ﾁ)

重度知的障害者 重度知的障害者

障　害　者　任　免　状　況　通　報　書
現在平成

精神障害者の数 重度知的障害者身体障害者の数 重度身体障害者 重度身体障害者 重度身体障害者

平成

区　　　　　分 人　　数 区　　　　　分

=(ｲ)×2+(ﾛ)+(ﾊ)

+(ﾆ)×0.5

である短時間勤務 以外の身体障害者で

ある短時間勤務職員

以外の身体障害者

都 道 府 県 労 働 局 長
殿

厚 生 労 働 大 臣

聴覚又は平行機能障害者

音声機能、言語機能又は
そしゃく機能障害者

肢体不自由者

 重度身体障害者

第４号ホに該当する者

第４号ヘに該当する者

第５号に該当する者

様式第３号（第２条関係）　（表面）

職員 職員 職員

視覚障害者

聴覚又は平衡機能障害者

肢体不自由者

内部障害者

機　関　名

第１号イに該当する者

第１号ロに該当する者

第１号ハに該当する者

第１号ニに該当する者

第２号イに該当する者

第２号ロに該当する者

第２号ハに該当する者

第２号ニに該当する者

第３号イに該当する者

第３号ロに該当する者

第４号イに該当する者

第４号ロに該当する者

精神障害者 精神障害者
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様式第３号　（裏面）

〔注意〕
１ 二以上の障害を有する者については、いずれか一の障害のみについて記載すること。
２ ①欄には、当該機関に常時勤務する職員の数を記載すること。
３ ①a欄、②ｄ欄、③g欄並びに④(ｲ)、(ﾛ)、(ﾍ)、(ﾄ)及び(ﾙ)欄は、短時間勤務職員を除くこと。
４ ②欄には、［参考１］に掲げる職種に属する職員の数を記載すること。
５ ③欄には、［参考２］に掲げる職種に属する職員の数を記載すること。
６ ④欄の（　　）内には内数として、本年６月１日以前１年間に新規に雇い入れた者の数を記載すること。
７ ⑤欄には、直近に提出した障害者任免状況通報書の⑧欄「適用される除外率」に記載した数を記載すること。合併により新たに生じた機関あるいは合併等により新たに通報義務が

生じた機関においては、⑤欄は記入せず、Ａ欄、Ｂの⑥欄から⑫欄まで及びＣ欄を記入すること。
８ ⑥欄には、当該年度の６月１日時点における基準割合を記載するものであること。
９ ⑥欄には、小数点以下第１位を切り捨てた数を記載すること。
10 ⑦欄には、［参考３］に従い、基準割合（⑥）に応じた除外率の数字を記入すること。基準割合が25％未満であるときは０とすること。
11 ⑧欄には、⑤欄の数と⑦欄の数の差が１０以上となるときは⑦欄の数を、１０以上とならないときは⑤欄の数を記載すること（合併等により⑤欄に記入しなかった機関においては、⑦欄

の数を記載すること。）。
12 ⑨欄には、職員の数（①c）から除外職員数（②f）及び除外率相当職員数（ (①c-②f)×⑧。１人未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた数）を控除した数を記載すること。
13 ①ｃ欄、②ｆ欄、③ｉ欄、④(ﾎ)、(ﾇ)及び(ﾜ)欄並びに⑩欄には、小数点以下第１位まで記載すること。
14 ⑪欄には、小数点以下第３位を四捨五入した数を記載すること。
15 ⑫欄には、⑩欄の数を⑨欄の数に法定雇用率を乗じて得た数（その数に１人未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた数）から控除した数を記載すること（小数点以下第１位

まで記載すること。）。ただし、その数が０を下回る場合は、０を記載すること。
16 任命権者の氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかとすること。

［参考１］ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令別表第１に掲げる職員

［参考２］ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令別表第３に掲げる職員

［参考３］ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令別表第４

除外率（⑦） 基準割合（⑥） 基準割合（⑥）

75% 70％以上75％未満

70% 65％以上70％未満

50％以上55％未満

○警察官　○皇宮護衛官　○自衛官、防衛大学校及び防衛医科大学校の学生並びに陸上自衛隊高等工科学校の生徒　○刑務官及び入国警備官　○密輸出入の取締りを職務とする者
○麻薬取締官及び麻薬取締員　○海上保安官、海上保安官補並びに海上保安大学校及び海上保安学校の学生及び生徒　○消防吏員及び消防団員

○国家公務員法（昭和22年法律第120号）第２条第３項第２号から第11号までに掲げる職員（同項第９号に掲げる職員については、就任について国会の両院又は一院の議決又は同意に
よることを必要とする職員に限る。）及び船員である職員　○裁判官、検察官、大学及び高等専門学校の教育職員並びに地方公務員法（昭和25年法律第261号）第３条第３項第１号に掲げ
る職（就任について地方公共団体の議会の議決又は同意によることを必要とする職に限る。）及び第４号に掲げる職に属する職員　○国会の衛視　○法廷の警備を職務とする者　○漁業
監督官及び漁業監督吏員並びに森林警察を職務とする者　○航空交通管制官　○医師及び歯科医師並びに保健師、助産師、看護師及び准看護師　○小学校、特別支援学校（専ら視
覚障害者に対する教育を行う学校を除く。）及び幼稚園の教育職員　○児童福祉施設において児童の介護、教護又は養育を職務とする者　○動物検疫所の家畜防疫官及び猛獣猛きん
又は種雄牛馬の飼養管理を職務とする者　○航空機への搭乗を職務とする者　○鉄道車両、軌道車両、索道搬器又は自動車（旅客運送事業用バス、大型トラック及びブルドーザー、ロー
ドローラーその他の特殊作業用自動車に限る。）の運転に従事する者　○鉄道又は軌道の転てつ、連結、操車、保線又は踏切保安その他の運行保安の作業を職務とする者　○とび作
業、トンネル内の作業、いかだ流し、潜水その他高所、地下、水上又は水中における作業を職務とする者　○伐木、岩石の切出しその他不安定な場所において重量物を取り扱う作業を職
務とする者　○建設用重機械の操作、起重機の運転又は玉掛けの作業を職務とする者　○多量の高熱物体を取り扱う作業を職務とする者

30%

35％以上40％未満65%

60%

55%

基準割合（⑥）

95％以上

90％以上95％未満

85％以上90％未満

80％以上85％未満

75％以上80％未満

20%

30％以上35％未満

15%

25％以上30％未満

10%

5%

60％以上65％未満

45%

55％以上60％未満

40%

35%

除外率（⑦）

50%

除外率（⑦）

25%45％以上50％未満

40％以上45％未満
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報道関係者 各位 

     
※平成 30 年９月 21 日、一部の数値を訂正 

 

国の行政機関における平成 29 年６月１日現在の障害者の任免状況の

再点検結果について 
 

１．概要 

○ 国の機関は、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号。以下「法」

という。）第 40 条に基づき、毎年、障害者である職員の任免に関する状況を、障害者任免

状況通報書により厚生労働大臣に対して通報しなければならないこととされています。 

○ この通報に基づいて集計された、平成 29 年 6 月 1 日現在の障害者である職員の任免に

関する状況については、民間企業における障害者の雇用の状況と併せ、「平成 29 年 障害

者雇用状況の集計結果」として、平成 29 年 12 月 12 日に公表していたところですが、こ

の度、国の行政機関における数値に誤りがあることが判明し、今回、再点検を行い、各機

関から改めて数値が通報されたことから、これを公表します。 

○ 再点検の結果、障害者数は 6,867.5 人から 3,460.5 人減少して 3,407.0 人と、実雇用率

は 2.49％から 1.19％と、不足数は 2.0 人から 3,396.5 人となりました。 

 

２．経緯 

○ 平成 30 年 5 月 11 日に財務省から厚生労働省（担当：職業安定局雇用開発部障害者雇用

対策課）に対し、法に基づく通報の対象となる障害者の範囲について照会がありました。 

○ これを踏まえ、平成 30 年５月 16 日に、厚生労働省から国の行政機関に対し、平成 29

年 6 月 1 日現在の状況の通報において計上した障害者の範囲について、問い合わせを行い

ました。 

○ その結果、複数の国の行政機関において、障害者雇用義務制度の対象となる障害者の範

囲に誤りが見られたことから、平成 30 年６月 20 日に、厚生労働省障害者雇用対策課長か

ら各機関の人事担当課長に対し、平成 29 年６月１日現在の状況の通報内容について、通

報の対象となる障害者の範囲について再点検を行い、通報内容に修正が必要な場合は再提

出を行うことを依頼しました。 

○ この再点検の結果、改めて提出された通報について取りまとめて公表するものです。 

平成 30 年 8 月 28 日 

【照会先】 

職業安定局 雇用開発部 障害者雇用対策課 

課 長   松下 和生 

主任障害者雇用専門官   松浦 大造 

課  長  補  佐   渡部 愛 

(電話)03(5253)1111(内線 5857) 
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３．障害者任免状況について 

○ 国の行政機関における再点検に基づき通報された数値は以下のとおりです。 
 

平成 29 年６月１日時点 国の行政機関の状況（法定雇用率 2.3％）（再点検後） 

 

 ① 法定雇用障害者数の 
算定の基礎となる職員数 

② 
障害者の数 

③ 
実雇用率 

④ 
不足数 

備考 

行政機関合計 285,754.5 3,407.0 1.19 3,396.5  

内閣官房 1,145.0 3.5 0.31 22.5  

内閣法制局 77.0 2.0 2.60 0.0  

内閣府 2,546.0 29.0 1.14 29.0  

宮内庁 925.5 10.0 1.08 11.0  

公正取引委員会 829.5 17.0 2.05 2.0  

警察庁 2,115.0 51.0 2.41 0.0  

金融庁 1,613.0 39.0 2.42 0.0  

消費者庁 433.5 0.5 0.12 8.5  

個人情報保護委員会 106.5 0.0 0.00 2.0  

復興庁 - - - - (注 4) 

総務省 5,247.0 40.0 0.76 80.0 特例承認あり(注 5) 

法務省 32,897.0 262.5 0.80 493.5  

公安調査庁 1,569.0 6.0 0.38 30.0  

外務省 6,334.0 24.5 0.39 120.5  

財務省 12,118.0 94.5 0.78 183.5  

国税庁 58,076.5 389.0 0.67 946.0  

文部科学省 2,816.0 16.0 0.57 48.0 特例承認あり(注 5) 

厚生労働省 52,079.0 1,438.5 2.76 0.0  

農林水産省 16,081.5 195.5 1.22 173.5  

林野庁 4,821.5 80.0 1.66 30.0  

水産庁 632.0 6.0 0.95 8.0  

経済産業省 6,421.0 52.0 0.81 95.0 特例承認あり(注 5) 

特許庁 3,207.0 16.0 0.50 57.0  

国土交通省 41,172.0 286.5 0.70 659.5  

観光庁 121.5 0.0 0.00 2.0  

気象庁 4,820.0 65.0 1.35 45.0  

海上保安庁 166.0 5.0 3.01 0.0  

運輸安全委員会 183.5 2.0 1.09 2.0  

環境省 2,775.0 15.0 0.54 48.0  

原子力規制委員会 1,135.5 27.0 2.38 0.0  

防衛省 19,867.0 201.0 1.01 255.0  

防衛装備庁 1,480.0 8.0 0.54 26.0  

人事院 666.0 5.0 0.75 10.0  

会計検査院 1,277.5 20.0 1.57 9.0  
 

注 1 ①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を
元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。 

注 2 ②欄の「障害者の数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障害者及び重度知的障害者に
ついては、法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントを行い、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間勤務
職員については、法律上、１人を 0.5 人に相当するものとして 0.5 カウントとしている。 

注 3 ④欄の「不足数」とは、①欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄の障害者の数を減じて得た数であり、これが 0.0
となることをもって法定雇用率達成となる。 
したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が 0.0 となることがあり、この場合、法定雇用率達成となる。 

注 4 注４の機関においては、労働者数が 43.5 人未満であり、障害者の雇用の促進等に関する法律第 43 条に基づく障害者の雇用義務が発生していない。 
注 5 注 5 の省庁は、特例承認を受けている。 

 特例承認とは、省庁及び当該省庁におかれる外局の申請に基づき、厚生労働大臣の承認を受けた場合に、当該省庁におかれる外局に勤務する職員を当該
省庁に勤務する職員とみなすものである。 
 

特例承認一覧 

省庁 外局等 

総務省 消防庁   

文部科学省 文化庁 スポーツ庁  

経済産業省 中小企業庁 資源エネルギー庁   
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平成 29 年６月１日時点 国の行政機関の状況（法定雇用率 2.3％）（再点検前） 

 

 ① 法定雇用障害者数の 
算定の基礎となる職員数 

② 
障害者の数 

③ 
実雇用率 

④ 
不足数 

備考 

行政機関合計 275,449.0 6,867.5 2.49 2.0  

内閣官房 1,070.5 25.5 2.38 0.0  

内閣法制局 77.0 2.0 2.60 0.0  

内閣府 2,366.0 56.0 2.37 0.0  

宮内庁 925.5 22.5 2.43 0.0  

公正取引委員会 806.5 18.0 2.23 0.0  

警察庁 2,115.0 51.0 2.41 0.0  

金融庁 1,613.0 39.0 2.42 0.0  

消費者庁 394.0 10.0 2.54 0.0  

個人情報保護委員会 106.5 0.0 0.00 2.0  

復興庁 - - - - (注 4) 

総務省 4,789.0 110.0 2.30 0.0 特例承認あり(注 5) 

法務省 32,807.0 802.0 2.44 0.0  

公安調査庁 1,569.0 37.0 2.36 0.0  

外務省 6,065.0 150.0 2.47 0.0  

財務省 11,221.0 264.5 2.36 0.0  

国税庁 57,205.5 1,411.5 2.47 0.0  

文部科学省 2,116.0 51.0 2.41 0.0 特例承認あり(注 5) 

厚生労働省 52,163.5 1,442.0 2.76 0.0  

農林水産省 15,244.0 364.0 2.39 0.0  

林野庁 3,979.0 93.0 2.34 0.0  

水産庁 606.0 14.0 2.31 0.0  

経済産業省 6,504.5 153.5 2.36 0.0 特例承認あり(注 5) 

特許庁 2,781.0 65.5 2.36 0.0  

国土交通省 37,437.5 890.0 2.38 0.0  

観光庁 115.5 2.0 1.73 0.0  

気象庁 4,775.0 112.0 2.35 0.0  

海上保安庁 166.0 4.0 2.41 0.0  

運輸安全委員会 183.5 5.0 2.72 0.0  

環境省 1,974.0 46.0 2.33 0.0  

原子力規制委員会 1,135.5 27.0 2.38 0.0  

防衛省 19,867.0 516.0 2.60 0.0  

防衛装備庁 1,368.0 36.0 2.63 0.0  

人事院 625.0 15.0 2.40 0.0  

会計検査院 1,277.5 32.5 2.54 0.0  
 

注 1 ①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を

元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。 

注 2 ②欄の「障害者の数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障害者及び重度知的障害者に

ついては、法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントを行い、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間勤務

職員については、法律上、１人を 0.5 人に相当するものとして 0.5 カウントとしている。 

注 3 ④欄の「不足数」とは、①欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄の障害者の数を減じて得た数であり、これが 0.0

となることをもって法定雇用率達成となる。 

したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が 0.0 となることがあり、この場合、法定雇用率達成となる。 

注 4 注４の機関においては、労働者数が 43.5 人未満であり、障害者の雇用の促進等に関する法律第 43 条に基づく障害者の雇用義務が発生していない。 

注 5 注 5 の省庁は、特例承認を受けている。 

 特例承認とは、省庁及び当該省庁におかれる外局の申請に基づき、厚生労働大臣の承認を受けた場合に、当該省庁におかれる外局に勤務する職員を当該

省庁に勤務する職員とみなすものである。 

 

特例承認一覧 

省庁 外局等 

総務省 消防庁   

文部科学省 文化庁 スポーツ庁  

経済産業省 中小企業庁 資源エネルギー庁   
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◎ 法定雇用率とは 

 民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、それぞれ以下の

割合（法定雇用率）に相当する数以上の障害者を雇用しなければならないこととされている。 

 雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者、知的障害者又は精神障害者（精神障害者保健福祉手帳

の交付を受けている者に限る。）である（なお、平成30年３月まで、精神障害者は雇用義務の対象では

ないが、精神障害者保健福祉手帳保持者を雇用している場合は雇用率に算定することができる）。 

 

                     一般の民間企業 …………………… ２．２％〔２．０％〕 

  ○ 民間企業 ……    （45.5人〔50人〕以上規模の企業） 

                     特殊法人等 ………………………… ２．５％〔２．３％〕 

                   労働者数40人〔43.5人〕以上規模の特殊法人、 

              独立行政法人、国立大学法人等 

 

  〇 国、地方公共団体 ………………………………………… ２．５％〔２．３％〕 

       （40人〔43.5人〕以上規模の機関） 

 

  ○ 都道府県等の教育委員会 ………………………………… ２．４％〔２．２％〕 

       （42人〔45.5〕以上規模の機関） 

 

※（ ）内は、それぞれの割合（法定雇用率）によって１人以上の障害者を雇用しなければならない

こととなる企業等の規模である。 

※〔 〕内は、平成30年３月までの値である。 

 

【一般民間企業における雇用率設定基準】 

 

            身体障害者、知的障害者及び精神障害者である常用労働者の数 

                      ＋ 失業している身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数 

  障害者雇用率 ＝    

常用労働者数 ＋ 失業者数 

 

※ 特殊法人、国及び地方公共団体における障害者雇用率は、一般の民間企業の障害者雇用率を下回ら

ない率をもって定めることとされている。 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、２人の身体障害者又は

知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働時間が20時間以上30

時間未満の労働者）については、１人分として、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障

害者である短時間労働者については、0.5人分としてカウントされる。 
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H29.6.1 現在の障害者任免状況通報に係る再点検結果（概要） 
 

○ 行政機関 実雇用率 2.49％⇒1.19％ 雇用障害者数 6,867.5人⇒3,407.0人 

  
実雇用率の増減

（％） 
障害者数の増減（人） 不足数の増減（人） 

内閣官房 2.38  ⇒ 0.31  25.5  ⇒ 3.5  (-22.0) 0.0  ⇒ 22.5  

内閣法制局 2.60  ⇒ 2.60  2.0  ⇒ 2.0  - 0.0  ⇒ 0.0  

内閣府 2.37  ⇒ 1.14  56.0  ⇒ 29.0  (-27.0) 0.0  ⇒ 29.0  

宮内庁 2.43  ⇒ 1.08  22.5  ⇒ 10.0  (-12.5) 0.0  ⇒ 11.0  

公正取引委員会 2.23  ⇒ 2.05  18.0  ⇒ 17.0  (-1.0) 0.0  ⇒ 2.0  

警察庁 2.41  ⇒ 2.41  51.0  ⇒ 51.0  - 0.0  ⇒ 0.0  

金融庁 2.42  ⇒ 2.42  39.0  ⇒ 39.0  - 0.0  ⇒ 0.0  

消費者庁 2.54  ⇒ 0.12  10.0  ⇒ 0.5  (-9.5) 0.0  ⇒ 8.5  

個人情報保護委員会 0.00  ⇒ 0.00  0.0  ⇒ 0.0  - 2.0  ⇒ 2.0  

復興庁（※）  －  －   － 

総務省 2.30  ⇒ 0.76  110.0  ⇒ 40.0  (-70.0) 0.0  ⇒ 80.0  

法務省 2.44  ⇒ 0.80  802.0  ⇒ 262.5  (-539.5) 0.0  ⇒ 493.5  

公安調査庁 2.36  ⇒ 0.38  37.0  ⇒ 6.0  (-31.0) 0.0  ⇒ 30.0  

外務省 2.47  ⇒ 0.39  150.0  ⇒ 24.5 (-125.5) 0.0  ⇒ 120.5  

財務省 2.36  ⇒ 0.78  264.5  ⇒ 94.5  (-170.0) 0.0  ⇒ 183.5  

国税庁 2.47  ⇒ 0.67  1,411.5  ⇒ 389.0  (-1,022.5) 0.0  ⇒ 946.0  

文部科学省 2.41  ⇒ 0.57  51.0  ⇒ 16.0  (-35.0) 0.0  ⇒ 48.0  

厚生労働省 2.76  ⇒ 2.76  1,442.0  ⇒ 1,438.5  (-3.5) 0.0  ⇒ 0.0  

農林水産省 2.39  ⇒ 1.22  364.0  ⇒ 195.5  (-168.5) 0.0  ⇒ 173.5  

林野庁 2.34  ⇒ 1.66  93.0  ⇒ 80.0  (-13.0) 0.0  ⇒ 30.0  

水産庁 2.31  ⇒ 0.95  14.0  ⇒ 6.0  (-8.0) 0.0  ⇒ 8.0  

経済産業省 2.36  ⇒ 0.81  153.5  ⇒ 52.0  (-101.5) 0.0  ⇒ 95.0  

特許庁 2.36  ⇒ 0.50  65.5  ⇒ 16.0  (-49.5) 0.0  ⇒ 57.0  

国土交通省 2.38  ⇒ 0.70  890.0  ⇒ 286.5  (-603.5) 0.0  ⇒ 659.5  

観光庁 1.73  ⇒ 0.00  2.0  ⇒ 0.0  (-2.0) 0.0  ⇒ 2.0  

気象庁 2.35  ⇒ 1.35  112.0  ⇒ 65.0  (-47.0) 0.0  ⇒ 45.0  

海上保安庁 2.41  ⇒ 3.01  4.0  ⇒ 5.0  (+1.0) 0.0  ⇒ 0.0  

運輸安全委員会 2.72  ⇒ 1.09  5.0  ⇒ 2.0  (-3.0) 0.0  ⇒ 2.0  

環境省 2.33  ⇒ 0.54  46.0  ⇒ 15.0  (-31.0) 0.0  ⇒ 48.0  

原子力規制委員会 2.38  ⇒ 2.38  27.0  ⇒ 27.0  - 0.0  ⇒ 0.0  

防衛省 2.60  ⇒ 1.01  516.0  ⇒ 201.0  (-315.0) 0.0  ⇒ 255.0  

防衛装備庁 2.63  ⇒ 0.54  36.0  ⇒ 8.0  (-28.0) 0.0  ⇒ 26.0  

人事院 2.40  ⇒ 0.75  15.0  ⇒ 5.0  (-10.0) 0.0  ⇒ 10.0  

会計検査院 2.54  ⇒ 1.57  32.5  ⇒ 20.0  (-12.5) 0.0  ⇒ 9.0  

計 2.49  ⇒ 1.19  6,867.5  ⇒ 3,407.0 (-3,460.5) 2.0  ⇒ 3,396.5  

※ 復興庁においては、労働者数が 43.5 人未満であり、障害者の雇用の促進等に関する法律第 43 条に基づく障害者の

雇用義務が発生していない。 

参考１ 
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障害者雇用義務制度及び障害者である職員の任免状況に関する通報について 

 

（制度の概要） 

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号。以下「法」という。）は、

国や地方公共団体、民間企業に対して、従業員の法定雇用率以上の障害者の雇用を義務付

けています。 

※法定雇用率 

国、地方公共団体 2.5％（平成 30 年４月から。平成 29 年６月１日時点は 2.3％） 

民間企業     2.2％（平成 30 年４月から。平成 29 年６月１日時点は 2.0％） 

 

○ また、国の行政機関は、法第 40 条に基づき、毎年、障害者である職員の任免に関する状

況を、厚生労働大臣に通報しなければならないこととされており、同法施行令第８条に基

づき、毎年６月１日現在の状況を通報することとされています。 

 

（制度の対象となる障害者の範囲） 

○ 障害者雇用義務制度の対象となる障害者は、法第 37 条第２項において、身体障害者、知

的障害者又は精神障害者（精神障害者保健福祉手帳の交付を受けているものに限る）とさ

れています。 

 

○ 身体障害者については、法第２条第２号において、「身体障害がある者であつて別表に掲

げる障害があるものをいう。」とされています。 

 
障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）（抄） 

 別表 障害の範囲（第二条、第四十八条関係） 

一 次に掲げる視覚障害で永続するもの 

イ 両眼の視力（万国式試視力表によつて測つたものをいい、屈折異状がある者については、矯正視力について測つたも

のをいう。以下同じ。）がそれぞれ〇・一以下のもの 

ロ 一眼の視力が〇・〇二以下、他眼の視力が〇・六以下のもの 

ハ 両眼の視野がそれぞれ一〇度以内のもの 

ニ 両眼による視野の二分の一以上が欠けているもの 

二 次に掲げる聴覚又は平衡機能の障害で永続するもの 

イ 両耳の聴力レベルがそれぞれ七〇デシベル以上のもの 

ロ 一耳の聴力レベルが九〇デシベル以上、他耳の聴力レベルが五〇デシベル以上のもの 

ハ 両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が五〇パーセント以下のもの 

ニ 平衡機能の著しい障害 

三 次に掲げる音声機能、言語機能又はそしやく機能の障害 

イ 音声機能、言語機能又はそしやく機能の喪失 

ロ 音声機能、言語機能又はそしやく機能の著しい障害で、永続するもの 

四 次に掲げる肢体不自由 

イ 一上肢、一下肢又は体幹の機能の著しい障害で永続するもの 

ロ 一上肢のおや指を指骨間関節以上で欠くもの又はひとさし指を含めて一上肢の二指以上をそれぞれ第一指骨間関節以

上で欠くもの 

ハ 一下肢をリスフラン関節以上で欠くもの 

ニ 一上肢のおや指の機能の著しい障害又はひとさし指を含めて一上肢の三指以上の機能の著しい障害で、永続するもの 

ホ 両下肢のすべての指を欠くもの 

ヘ イからホまでに掲げるもののほか、その程度がイからホまでに掲げる障害の程度以上であると認められる障害 

五 心臓、じん臓又は呼吸器の機能の障害その他政令で定める障害（注：政令第 27 条により、ぼうこう又は直腸の機能の

障害、小腸の機能の障害、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害、肝臓の機能の障害が該当するものとされてい

る）で、永続し、かつ、日常生活が著しい制限を受ける程度であると認められるもの 

参考２ 
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○ 身体障害者について、「別表に掲げる障害があるもの」であることの確認は、身体障害者

手帳によることが原則となりますが、身体障害者手帳を所持しない者について、当分の間、

身体障害者福祉法による指定医や産業医による診断書・意見書によることも差し支えないも

のとしています。 

 

○ 知的障害者については、法第２条第４号において、「知的障害がある者であつて厚生労働

省令で定めるものをいう。」とされています。法施行規則（昭和 51 年労働省令第 38 号。以

下「施行規則」という。）第１条の２において、「法第２条第４号の厚生労働省令で定める

知的障害がある者（以下「知的障害者」という。）は、児童相談所、知的障害者福祉法（昭

和 35 年法律第 37 号）第九条第六項に規定する知的障害者更生相談所、精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号。以下「精神保健福祉法」という。）第

６条第１項に規定する精神保健福祉センター、精神保健指定医又は法第 19 条の障害者職業

センター（次条において「知的障害者判定機関」という。）により知的障害があると判定さ

れた者とする。」とされています。 

 

○ 精神障害者については、法第 37 条第２項において、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律（昭和 25 年法律第 123 号）第 45 条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の

交付を受けている者に限るとされています。 

 

（障害者の範囲の通知） 

○ これらの取扱いについては、障害者雇用義務制度の創設に伴って昭和 51 年 10 月 1 日付

けで労働省職業安定局長から各都道府県知事あて発出した「改正身体障害者雇用促進法の

施行について」に記載されています。 

 
「改正身体障害者雇用促進法の施行について」 

(昭和 51 年 10 月 1 日 労働省職業安定局長から各都道府県知事あて)＜抄＞ 

第２ 身体障害者及び重度障害者の範囲 

 ３ 身体障害者であることの確認 

   身体障害者であることの確認は、原則として身体障害者手帳によって行うものとするが、身体障害者手帳を所持し

ない者については、次の(1)及び(2)による医師の診断書によって確認するものとする（別添の「参考身体障害者程度

等級表判定基準」を参照のこと）。（略） 

(1) 身体障害者福祉法第 15 条の規定により都道府県知事の定める医師（以下「福祉法 15 条指定医」という。な

お、身体障害者手帳の交付を受けようとするときは、この医師の診断書を添えて都道府県知事に申請しなければ

ならないこととされている。）又は労働安全衛生法第 13 条に規定する産業医により法別表に掲げる身体障害を有

するとの診断書（ただし、心臓、じん臓又は呼吸器の障害については、当分の間、福祉法第 15 条指定医によるも

のに限る。）を受けること。 

(2) (1)の診断書は、障害の種類及び程度並びに法別表に掲げる障害に該当する旨を記載したものとすること。 

 

○ また、平成 17 年に策定された「プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライ

ン」においては、障害者雇用義務制度及び障害者雇用納付金制度の対象となる障害者の範囲

について、身体障害者、知的障害者及び精神障害者であって、障害者手帳等によって確認す

ることとされている旨を明記するとともに、「身体障害者については、当分の間、都道府県

知事の定める医師若しくは産業医による障害者雇用促進法別表に掲げる身体障害を有する旨

の診断書・意見書（ただし、心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう若しくは直腸、小腸又はヒト

免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害については、当分の間、指定医によるものに限
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る。）によって確認を行うことも認められています。」との注記をしています。 

同ガイドラインは、同年 11 月４日に、厚生労働省職業安定局長から「国の機関 人事担

当者責任者」（官房長等）あてに通知されています。 

 
「プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライン」（抄） 

３．制度の対象となる障害者の範囲 

（１）制度の対象となる障害者の範囲 

① 障害者手帳等による確認 

障害者雇用義務制度及び障害者雇用納付金制度の対象となる障害者の範囲は、身体障害者、知的障害者、及び精神障害者で

あって、以下の障害者手帳等によって確認することとされています。 

○ 身体障害者については、身体障害者手帳  

○ 知的障害者については、(イ)都道府県知事又は政令指定都市市長が交付する療育手帳（自治体によっては 

別の名称を用いる場合があります。例えば東京都においては愛の手帳。）又は(ロ)児童相談所、知的障害 

者更生相談所、精神保健福祉センター、精神保健指定医若しくは障害者職業センターによる判定書 

○ 精神障害者については、精神障害者保健福祉手帳（平成18年4月以降） 

 

（略） 

 

身体障害者については、当分の間、都道府県知事の定める医師若しくは産業医による障害者雇用促進法別表に掲げる身体障

害を有する旨の診断書・意見書（ただし、心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう若しくは直腸、小腸又はヒト免疫不全ウイルスに

よる免疫の機能の障害については、当分の間、指定医によるものに限る。）によって確認を行うことも認められています。 

 

 

 
 

4 

4 
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このパンフレットは、「プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライン」の

内容をより簡潔にまとめたものです。詳細につきましては「プライバシーに配慮した障

害者の把握・確認ガイドライン」をご覧ください。 

ご不明な点等につきましては、各都道府県労働局または最寄りのハローワークまでお

問い合わせください。 

厚  生  労  働  省 

都 道 府 県 労 働 局 

公共職業安定所（ハローワーク） 

ププラライイババシシーーにに配配慮慮ししたた障障害害者者のの

把把握握・・確確認認ガガイイドドラライインンのの概概要要  
 

－－  事事業業主主のの皆皆様様へへ  －－  

障害者雇用率制度や障害者雇用納付金制度の適用に当たっては、各

事業主において、障害者である労働者の人数、障害種別、障害程度等を

把握・確認していただく必要がありますが、これらの情報については、個

人情報保護法をはじめとする法令等に十分留意しながら、適正に取り扱

っていただく必要があります。 
 
また、今般の障害者雇用促進法改正に伴い、精神障害者に対して雇用

率制度が適用されることになりましたが（平成 18 年 4 月施行）、特に在職

している精神障害者の把握・確認の際は、プライバシーに配慮する必要

があります。 
 
このため、障害者本人の意に反した制度の適用等が行われないよう、

制度の対象となるすべての障害者(身体障害・知的障害・精神障害)を対

象として、「プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライン」を策

定しました。 
 
企業の皆様におかれては、このガイドラインにより、障害者の適正な把

握・確認に努めていただくよう、お願いいたします。 
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「プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライン」においては、

障害者雇用促進法に基づいて企業が行う業務の手続に即して、把握・確認の具

体的な手順及び禁忌事項等を示しています。 

「プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライン」の構成

③ 把握・確認し
た情報の更新 

    
☞６ページを御

覧下さい。 

対象者の把握・確認方法 

①  障害者の把握・確認(1)  
《採用段階で障害者を把握・確認する場合》

  
  ※ 具体的には、合同面接会等の機会に障害者雇

用求人に応募する等、採用段階から本人が自ら

障害者であることを明らかにしている場合等が

考えられます。 
 

☞３ページを御覧下さい。 

②  障害者の把握・確認(2)  
《採用後に障害者を把握・確認する場合》 

  
※ 具体的には以下の場合を指します。 

 
・ 採用後に障害を有することとなった者を把

握・確認する場合 

・ 採用前や採用面接時等においては障害を有

することを明らかにしていなかったが、採用

後、明らかにすることを望んでいる者を把

握・確認する場合 
 

 ☞４・５ページを御覧下さい。 

☞８ページを御覧下さい。 

④ 把握・確認に当たっての禁忌事項   ☞６ページを御覧下さい。 

把握・確認した情報の処理・保管方法 

① 処理・保管の具体的な手順      ☞７ページを御覧下さい。 

② 処理・保管に当たっての禁忌事項   ☞７ページを御覧下さい。 

障害に対する理解や障害者に対する支援策についての理解の普及 
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(ⅰ)  利用目的の明示等 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

    

 

 

 

  

 

 

      

       

          

           

 

 

(ⅱ)  本人の同意を得るに当たって 
 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

対象者の把握・確認方法 

① 障害者の把握・確認（１） 《採用段階で障害者を把握・確認する場合》 

採用段階で障害者の把握・確認を行う場合には、以下の手続に従って障

害者の適正な把握・確認に努めてください。 

―３－ 

 
○ 採用決定前から障害者であることを把握している者を採用した場合は、採用決定

後に、その労働者に対して障害者雇用状況の報告等のために用いるという利用目的

等の事項（＊）を明示した上で、本人の同意を得て、その利用目的のために必要な

情報を取得します。 
 
○ また、採用決定後の確認手続は、情報を取り扱う者を必要最小限とするため、企

業において障害者雇用状況の報告等を担当する人事担当者から直接本人に対して
行うことが望まれます。 

 
① 利用目的（障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調

整金又は報奨金の申請のために用いること） 

② ①の報告等に必要な個人情報の内容 

③ 取得した個人情報は、原則として毎年度利用するものであること 

④ 利用目的の達成に必要な範囲内で、障害等級の変更や精神障害者保健福祉手

帳の有効期限等について確認を行う場合があること 

⑤ 障害者手帳を返却した場合や、障害等級の変更があった場合は、その旨人事

担当者まで申し出てほしいこと 

⑥ 特例子会社又は関係会社の場合、取得した情報を親事業主に提供すること 

なお、これらに加え、 

⑦ 障害者本人に対する公的支援策や企業の支援策 

についてもあわせて伝えることが望まれます。 

（＊）本人に対して明示する利用目的等の事項 

  
○ 障害者雇用状況の報告等以外の目的で、労働者から障害に関する個人情報を取

得する際に、あわせて障害者雇用状況の報告等のためにもその情報を用いること

について同意を得るようなことはせず、あくまで別途の手順を踏んで同意を得る

こととします。 
 
例えば、障害者雇用状況の報告等のために用いるという利用目的が、他の多くの事項が記載さ

れた文書の中に記載されており、この利用目的が記載された部分が容易に識別できない書面を、
口頭で補足せずに単に手渡しただけの場合、労働者がその部分に気付かない可能性も考えられま
す。 

このため、企業は、労働者本人が、情報の利用目的及び利用方法を理解したうえで同意を行う
ことができるよう別途説明を行うなどの配慮を行う必要があります。 
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(ⅰ)  呼びかけ方法  

 

 
 

（適切な呼びかけの方法は、以下の事例を参考にしてください。） 
 

 

 

 

  

 

 

  

(ⅱ)  利用目的の明示等  

  

 

 

 

 

 

 

 

 
（照会を行う根拠として適切な例は、以下の事例を参考にしてください。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 障害者の把握・確認（２） 《採用後に障害者を把握・確認する場合》 

採用後に把握・確認を行う場合には、雇用する労働者全員に対して、画

一的な手段で申告を呼びかけることを原則とします。 

なお、例外的に、個人を特定して照会を行うことができる場合も考えら

れます。 

○ 労働者全員に対して申告を呼びかける場合には、メールの送信や書類の配布等

画一的な手段で行うことを原則とします。 

 
○ 申告を呼びかける際には、障害者雇用状況の報告等のために用いるという利 

用目的等の事項（前ページ＊参照）に加えて、「業務命令として、この呼びかけ

に対する回答を求めているものではないこと」を明らかにすることが望まれます。

―４－ 

【照会を行う根拠として適切な例】※１ 

○ 公的な職業リハビリテーションサービスを利用したい旨の申出 
○ 企業が行う障害者就労支援策を利用したい旨の申出 

【照会を行う根拠として不適切な例】 
○ 健康等について、部下が上司に対して個人的に相談した内容 
○ 上司や職場の同僚の受けた印象や職場における風評 
○ 企業内診療所における診療の結果 
○ 健康診断の結果 
○ 健康保険組合のレセプト 

【呼びかけの例として不適切な例】 
○ 労働者全員が社内 LAN を使用できる環境にない場合において、労働者全員に対してメール
を配信する。 

○ 障害者と思われる労働者のいる部署に対してのみチラシを配布する。 

【呼びかけ方法として適切な例】 
○ 労働者全員が社内 LAN を使用できる環境を整備し、社内 LAN の掲示板に掲載する、又は労
働者全員に対して一斉にメールを配信する。 

○ 労働者全員に対して、チラシ、社内報等を配布する。 
○ 労働者全員に対する回覧板に記載する。 

 
○ 障害者である労働者本人が、職場において障害者の雇用を支援するための公 

的制度や社内制度の活用を求めて、企業に対し自発的に提供した情報を根拠と 
する場合は、個人を特定して障害者手帳等の所持を照会することができます。 

【個別の状況によっては照会を行う根拠として不適切な場合があり得る例】※２ 
○  所得税の障害者控除を行うために提出された書類 
○ 病欠・休職の際に提出された医師の診断書 
○ 傷病手当金（健康保険）の請求に当たって事業主が証明を行った場合 

１．雇用している労働者全員に対して申告を呼びかける場合 

２．個人を特定して照会を行うことができる場合 
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(ⅰ) 照会に当たって  
 
 
 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 
 

(ⅱ)  利用目的の明示等 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○ 照会を行う際には、障害者雇用状況の報告等のために用いるという利用目的

 を明示した上で、障害者手帳等の所持の確認を行うこととします。 

その際、なぜ当該労働者を特定して尋ねるのか、根拠となる情報を明らかに

し、本人に対して経緯を明確にすることが求められます。 
 

○ また、照会は、企業において障害者雇用状況の報告等を担当する人事担当者

から直接本人に対して行うことが望まれます。 
 

○ 照会に対して、障害者手帳等の所持を否定した場合や、照会に対する回答を拒

否した場合に、回答するよう繰り返し迫ったり、障害者手帳等の取得を強要し

てはいけません。 
 

※ １ 復職支援制度の利用の申出を根拠に照会を行おうとする場合は、あらかじめ本人の復 
 職支援を担当している医師の意見を聞くようにします。 

 
※ ２ 労働者本人の障害の受容の状況や病状等によっては、これらの情報をもとに照会を行う

こと自体が、本人の意に反するようなケースも生じうると考えられる事例です。 
これらの情報をもとに照会を行おうとする際には、照会を行うことが適切かどうかの見極 

めを企業において個別ケースごとに慎重に行う必要があります。 
この場合、企業において本人の障害の受容の状況や病状等を熟知している専門家（保健

医療関係者、例えば産業医（下欄参照）など）がいるときは、そうした者にあらかじめ相談す 
ることなどを通じて、照会を行うことが適切かどうかを判断することが考えられます。 

 
○ 個人を特定して障害者手帳等の所持について照会を行い、その労働者が障害

者手帳等を所持しており、かつ障害者雇用状況の報告等のために用いることに

ついて同意が得られた場合には、利用目的等の事項（３ページ＊参照）を明示

して、その利用目的のために必要な情報の確認を行うこととします。 
 
○ 利用目的等の明示方法については、３ページ(ⅱ)をご参照下さい。 

 

      

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

産業医が選任されている事業場においては、労働者の健康情報に関する秘密保持や適正な取扱いを徹底するため、健康診断の結果のうち診断名、検査値等

のいわゆる生データの取扱いについては、産業医等に行わせることが望ましく、産業医等以外の者に健康情報を取り扱わせる時は、利用目的の達成に必要な

範囲に限定されるよう、必要に応じて健康情報を適切に加工した上で提供することとされています。（「雇用管理に関する個人情報のうち健康情報を取り扱う

に当たっての留意事項について（平成１６年１０月２９日付け基発第1029009号）」より） 

産業医とは（労働安全衛生法第13条第1項～第3項） 

◎ 事業主は常時 50 人以上の労働者を使用する事業場ごとに、産業医を選任しなければなりません。 

◎ 産業医は、労働者の健康管理等を行うのに必要な医学に関する知識について一定の要件を備えた医師でなければなりません。 

◎ 産業医は、労働者の健康を確保するため必要があると認めるときは、事業主に対し、労働者の健康管理等について必要な勧告ができ

ます。 

産業医の要件（労働安全衛生法規則第14条第2項） 

◎ 労働者の健康管理等を行うのに必要な医学に関する知識についての研修であって厚生労働大臣が定めるものを修了した者 

◎ 厚生労働大臣が指定した産業医の養成課程を設置している産業医科大学その他の大学で当該課程を修めて卒業し、

厚生労働大臣が定める実習を履修した者 

◎ 労働衛生コンサルタント試験（保健衛生区分）に合格した者など  

産業医の職務（労働安全衛生規則第14条第１項及び第15条第１項） 

◎ 健康診断の実施及びその結果に基づく労働者の健康を保持するための措置、作業環境の維持管理、作業の管理等労働者の健康管

理に関すること 

◎ 健康教育、健康相談その他労働者の健康の保持増進を図るための措置に関すること 

◎ 衛生教育に関すること 

◎ 労働者の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置に関すること 

◎ 少なくとも毎月１回作業場等を巡視し、必要に応じ措置を講じること 

～産業医とは～ 
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○ 障害の状態に変更がない限り、把握・確認した情報を毎年度利用することに

ついて、あらかじめ本人の同意を得ておくこととします。 
 

※ ただし、精神障害者手帳の場合は有効期限は 2 年間であることから、把握・確認した手帳
の有効期限が経過した後に、手帳を更新しているかを確認する必要があります。 

また、身体障害者手帳については再認定の条件が付されていることに注意する必要があり
ます。 

 

○ 手帳の有効期限や障害程度等の情報に変更がないか確認を行う場合、その頻

度は必要最小限とします。 
 
○ 本人に対して、情報の確認を行う理由や、確認を行うに至った経緯を明確に

 しつつ、尋ねなければなりません。 
 
○ 本人に対して、情報の変更のあった場合には事業主に申し出ることを呼びか

けるとともに、情報の変更を申し出る場合の手続をあらかじめ示しておかなけ

ればなりません。 
 
○ 本人から、障害者雇用状況の報告等のために利用しないよう要求された場

合、その求めが適正であると認められるときは、利用を停止しなければなりま
せん。 

労働者の障害に関する情報を一度把握・確認した後も、情報に変更があ

る場合は更新が必要です。その際の留意事項は、以下のとおりです。 

③ 把握・確認した情報の更新 

○ 利用目的の達成に必要のない情報の取得を行ってはいけません。 
 
○ 労働者本人の意思に反して、障害者である旨の申告又は手帳の取得を強要し

てはいけません。 
 
○ 障害者である旨の申告又は手帳の取得を拒んだことにより、解雇その他の不 

利益な取扱いをしないようにしなければいけません。 
 

○ 正当な理由無く、特定の個人を名指しして情報収集の対象としてはいけません。 
 
○ 産業医等医療関係者や企業において健康情報を取り扱う者は、障害者雇用状 

況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請の担 

当者から、労働者の障害に関する問い合わせを受けた場合、本人の同意を得ず 
に、情報の提供を行ってはいけません。 

把握・確認に当たって、どのような場合であっても行ってはならない事項

は以下のとおりです。 

④ 把握・確認に当たっての禁忌事項 

―６－ 
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把握・確認した情報の処理・保管方法 

○ 本人の同意なく、利用目的の範囲を超えて情報を取り扱ってはいけません。 
 
○ 障害者である旨の申告を行ったことや、情報の開示・訂正・利用停止等を求め

たことを理由として、解雇その他の不利益な取扱いをしないようにしなければい

けません。 

② 処理・保管に当たっての禁忌事項 

取得後の情報の処理・保管に当たって、行ってはならないことは以下の

とおりです。 

① 処理・保管の具体的な手順 

事業主は、労働者から提供された情報を、以下のような手順で適切に処

理・保管する体制を整えていることが求められます。 

(ⅰ) 安全管理措置等

 
○ ある労働者が障害者であることを明らかにする書類を備え付けるとともに、本

人の死亡・退職または解雇の日から３年間保存するものとされています。 
 

○ 障害者雇用状況の報告書等の漏洩防止等、情報の安全管理のために必要な措置を

講じなければなりません。 
 
○ 情報を管理する者の範囲を必要最小限に限定した上で、その範囲を従業員にわ 

かるように明確化することや、情報管理者の守秘義務等を定めた個人情報保護法の

取扱いに関する内部規定を整備すること等の措置を講じなければなりません。 
 
○ 他の一般の個人情報とは別途保管することが望まれます。 
   
○  障害者雇用状況報告の等のために取得した情報を、他の目的のために、本人の同

意なく利用してはなりません。 

(ⅱ) 苦情処理体制の整備 

 
○  把握・確認した情報の取扱いに関する苦情処理の担当者を明らかにするととも 

に、苦情を適切かつ迅速に処理するために必要な体制の整備に努めることとしま

す。 
 
○ 苦情処理の窓口は、産業医・保健師等・衛生管理者、その他の労働者の健康管理

に関する業務に従事する者との連携を図ることができる体制を整備しておくこと

が望まれます。 
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障害に対する理解や障害者に対する支援策についての理解の普及

精神障害者をはじめとする障害者に対する社会の理解を進めていくと

ともに、職場においても障害についての理解が進み、障害者であること

を明らかにして、周囲のサポートを受けながら働くことができるような

職場環境を整備することが必要です。 
 
具体的には、以下のような取り組みを行うことが望まれます。 

(ⅱ) 企業や障害者本人に対して行われる公的支援の活用 

 
企業や障害者本人に対して行われる公的支援策としては、次のようなものがあり

ます。 
 
○ 精神障害者総合雇用支援による職場復帰支援 

○ ジョブコーチによる職場定着支援 

○ 地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等における相談・支援 

○ 障害者を雇用する事業主に対する障害者雇用助成金の支給 

○ 障害者職業生活相談員による相談・指導（障害者を５人以上雇用する事業所には、配

置の義務があります） 

(ⅲ) 障害者に対する企業独自の雇用支援策 

(ⅰ) 管理職や従業員の意識啓発 

 
○ 同じ職場で働く管理職や従業員が、障害について正しく理解し、適切な雇用管 

理上の配慮を行うことができるよう、啓発や研修を行うことが重要です。 
 
○ 精神障害者については、厚生労働省が策定した「心の健康問題の正しい理解の 

ための普及啓発指針」（「こころのバリアフリー宣言～精神疾患を正しく理解し、

新しい一歩を踏み出すための指針～」）を社内 LAN の掲示板への掲載等により、従

業員への周知を行うことが望まれます。 

 
 障害者に対する企業独自の雇用支援策としては、例えば、次のような支援策を採

用している企業があります。 
 
○ 通勤が困難な身体障害者である労働者のための在宅勤務制度を設けること 

○ 腎臓透析を行っている労働者の通院のためのフレックス勤務制度を設けること 

○ 有給休暇の積立日数の限度を超えて、傷病による休業や通院のために有給休暇を積み立てる制

度を設けること 

○ 車いすを使用している労働者に自家用車通勤を認め、駐車場を確保すること 

―８－ 

「こころのバリアフリー宣言」は、以下の厚生労働省のホームページに 

掲載しています。 

http://www.mhlw.go.jp/shingi/2004/03/s0331-4.html#2 
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プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライン 
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コラム：個人情報保護法とこのガイドラインの関係 

２．障害者雇用促進法に基づき事業主が実施すべき業務 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  ３ 

（１）障害者雇用状況の報告（従業員 56 人以上企業が対象） 

（２）障害者雇用納付金の申告（従業員 301 人以上企業が対象） 

（３）障害者雇用調整金の申請（従業員 301 人以上企業が対象）及び報奨金の

申請（従業員 300 人以下企業が対象） 

（４）書類の保存・備付け 

３．制度の対象となる障害者の範囲 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  ６ 
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Ⅰ．はじめに 

 

１．ガイドライン策定の背景及び目的 

 

障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号。以下「障害者雇用

促進法」という。）は、障害者の職業の安定を図ることを目的として、障害者雇用率

（以下単に「法定雇用率」という。）を設定し、事業主に対して障害者の雇用義務を

課しています。この雇用義務の達成状況について、6 月 1 日現在で毎年一回厚生労働

大臣に報告しなければならないこととなっています。 

また、法定雇用率未達成の事業主は、不足する障害者数に応じて障害者雇用納付金

を納める必要があり、この納付金を原資として、法定雇用率達成の事業主等に対して、

障害者数に応じて障害者雇用調整金又は報奨金が支給されています。 

このため、事業主は、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇

用調整金又は報奨金の申請に当たって、雇用している労働者の中から、障害者である

労働者の人数、障害種別、障害程度等を把握・確認する必要があります。これらの情

報については、個人情報保護法をはじめとする法令等に十分留意しながら、適正な取

得、利用等を行うことが求められています。 

 

この度、障害者雇用促進法の改正により、各企業の実雇用率の算定の際に、従来の

身体障害者及び知的障害者に加え、精神障害者も算定対象とすることとされたところ

です（平成 18年４月施行）。精神障害者については、企業に採用された後に障害者と

なった者も少なくないと考えられることから、特にこのような者の把握・確認に当た

っては、プライバシーに配慮する必要があります。 

 

このような状況を踏まえ、今回、障害者本人の意に反した雇用率制度の適用等が行

われないよう、精神障害者だけでなく、身体障害者及び知的障害者にも共通するもの

として、プライバシーに配慮した障害者の把握・確認の在り方についてガイドライン

を策定しました。障害者雇用促進法に基づいて企業が行う業務の手続に即して、把

握・確認の具体的な手順及び禁忌事項等を示していますので、企業の皆様におかれて

は、このガイドラインにより、障害者の適正な把握・確認に努めてください。 

 

なお、このガイドラインで示している法令等の略語については、このガイドライン

の末尾に掲載されている「参考：このガイドラインの準拠する法令等」を参照してく

ださい。 
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個人情報保護法に基づき、法令上、「個人情報取扱事業者」としての義務等を負うのは、

５千件を超える個人情報を、コンピュータなどを用いて検索することができるよう体系

的に構成した「個人情報データベース等」を事業活動に利用している事業主です。 

障害者雇用促進法に基づいて障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害

者雇用調整金又は報奨金の申請を実施する事業主が、すべて個人情報取扱事業者に該当

するわけではありません。しかしながら、①労働者の障害に関する情報は、個人情報の

なかでも特に取扱いに注意が必要であることから、情報の適切な取扱いが期待されてい

ること、また、②障害者の立場からは、どの事業主が法令上の義務を負う個人情報取扱

事業者に該当するかがわかりにくいこと等から、その規模にかかわらず、つまり、利用

する個人情報が５千件以下の事業主であっても、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納

付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請を行うすべての事業主に対して個人情

報保護法の要請があてはまるものとしてこのガイドラインを策定しています。 

なお、雇用管理指針及び健康情報留意事項についても同様です。 

個人情報保護法とこのガイドラインの関係 
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２．障害者雇用促進法に基づき事業主が実施すべき業務 

 

事業主は、障害者雇用促進法に基づき、（１）障害者雇用状況の報告、（２）障害者

雇用納付金の申告、（３）障害者雇用調整金又は報奨金の申請、（４）書類の保存・備

付けを実施することとなっています。 
 

（１）障害者雇用状況の報告（従業員 56 人以上企業が対象） 
 

事業主は、毎年、６月１日現在における障害者の雇用状況を、７月 15日までに、

その主たる事業所の所在地を管轄する公共職業安定所長に報告しなければならな

いこととされています〔障害則 8〕。 

その際、参考資料１（障害者雇用状況報告）の様式により、障害者である労働

者の人数を、障害種別・障害程度・労働時間等の区分ごとに報告する必要があり

ます。 

 

（２）障害者雇用納付金の申告（従業員 301 人以上企業が対象） 
 

事業主は、各年度ごとに、その年度の障害者雇用納付金の額等を、翌年度の４

月 1日から５月 15日まで
1
に独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構（都道府県

障害者雇用促進協会経由）に申告しなければならないこととされています〔障害

法 56①〕。 

申告には、参考資料２（障害者雇用納付金の申請）の様式により、各月ごとの

初日における雇用障害者の数を障害種別・障害程度・労働時間等の区分ごとに申

告するとともに、障害者個々人ごとに、氏名、性別、生年月日、障害種別、障害

者手帳の番号、雇入れ年月日、年度内に障害者となった年月日、年度内等級等変

更年月日等を申告する必要があります。 

 

（３）障害者雇用調整金の申請（従業員 301 人以上企業が対象）及び報

奨金の申請（従業員 300 人以下企業が対象） 
 

障害者雇用調整金は、各年度ごとに、その年度の障害者雇用調整金の申請を、

翌年度の４月１日から５月 15 日までに独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構

（都道府県障害者雇用促進協会経由）に対して行った事業主に対して支給するこ

ととされています
2
〔現行については、障害令 14〕。また、報奨金は、各年度ごとに、

                                                   
1 5月 15日が土曜日、日曜日又は祝日である場合は、5月 15日以降直近の平日とします。平成 18

年度の実績に基づく平成 19年度支給分以降の障害者雇用調整金及び報奨金の支給申請期間に

ついても同じです。 
2 これまで障害者雇用調整金の支給申請期間は、4月 1日から 7月 31日までとなっていましたが、
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その年度の報奨金の申請を、翌年度の４月１日から７月 31日までに行った事業主

に対して支給することとされています〔障害則附則２〕。 

申請には、参考資料３（障害者雇用調整金の申請）又は参考資料４（報奨金の

申請）の様式により、各月ごとの初日における雇用障害者の数を障害種別・障害

程度・労働時間等の区分ごとに申請するとともに、障害者個々人ごとに、氏名、

性別、生年月日、障害種別、障害者手帳の番号、雇入れ年月日、年度内に障害者

となった年月日、年度内等級等変更年月日等を申告する必要があります。 

 

（４）書類の保存・備付け 
 

事業主は、各事業所ごとに、その事業所において雇用する障害者である労働者

について、身体障害者手帳の写し又は医師の診断書、療育手帳の写し又は判定機

関の交付する判定書、精神障害者保健福祉手帳の写し
3
など、これらの労働者が障

害者であることを明らかにすることができる書類を備え付けることとされていま

す〔障害則 45①〕。 

また、これらの書類を、その労働者の死亡、退職又は解雇の日から３年間保存

することとされています〔障害則 45②〕。 

                                                                                                                                                               

平成 19年度支給分から、4月 1日から 5月 15日までに変更されます（予定）。 
3 平成 18年 4月より、保存及び備え付けることとされる書類として、精神障害者保健福祉手帳が

追加されます（予定）。 
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【従業員 301 人以上企業の場合】 

 

障害者雇用促進法に基づく障害者雇用状況報告等の年間スケジュール 

障
害
者
雇
用
納
付
金
制
度 

障害者雇用状況報

告を行うべき期間 

障害者雇用調整金の申請（前年度の

障害者雇用実績に基づく。）※ 
≪超過 1人当たり月額 2万 7千円≫ 

調整金の支

給 

障害者雇用納付金の申告（前年度の

障害者雇用実績に基づく。） 

4/1 6/1 7/15 

5/15 

 

10/1 

 

10/31 

 

4/1 

5/15 

 

障害者雇用納付金の納付 
≪不足 1人当たり月額 5万円≫ 

障
害
者
雇
用

義
務
制
度 

【窓口】 

【主たる事業所の所在地を管轄する

公共職業安定所】 

【高齢・障害者雇用支援機構（都道府県

障害者雇用促進協会経由）】 

【従業員 300 人以下企業の場合】 

 

報奨金の支

給 

10/1 

 

10/31 

 

報奨金の申請（前年度の障害者雇用実績に基づく。） 
≪超過 1人当たり月額 2万 1千円≫ 

4/1 6/1 7/15 

4/1 7/31 

 

障
害
者
雇
用

義
務
制
度 

障
害
者
雇
用

納
付
金
制
度 

障害者雇用状況報

告を行うべき期間 

【窓口】 

【主たる事業所の所在地を管轄する

公共職業安定所】 

【高齢・障害者雇用支援機構（都道府県

障害者雇用促進協会経由）】 

  

 ：雇用率達成企業が実施する手続 

：雇用率未達成企業が実施する手続 

 

：雇用率の達成状況にかかわらず企業が実施する手続 

：各月において障害者を雇用労働者数の４％又は６人以上のいず

れか多い数を超えて雇用する企業が実施する手続 

※これまで障害者雇用調整金の支給申請期間は、4

月 1日から 7月 31 日までとなっていましたが、平

成 19 年度支給分から、4 月 1 日から 5 月 15 日ま

でに変更されます（予定）。 

5
 

128



 6 

３．制度の対象となる障害者の範囲 

 

（１）制度の対象となる障害者の範囲 

 

① 障害者手帳等による確認 

 

障害者雇用義務制度及び障害者雇用納付金制度の対象となる障害者の範囲は、

身体障害者、知的障害者、及び精神障害者であって、以下の障害者手帳等によっ

て確認することとされています。 

 

○ 身体障害者については、身体障害者手帳
4
 

○ 知的障害者については、(イ)都道府県知事又は政令指定都市市長が交付

する療育手帳（自治体によっては別の名称を用いる場合があります。例え

ば東京都においては愛の手帳。）又は(ロ)児童相談所、知的障害者更生相談

所、精神保健福祉センター、精神保健指定医若しくは障害者職業センター

による判定書 

○ 精神障害者については、精神障害者保健福祉手帳（平成 18 年 4 月以降） 

 

 

② 雇用障害者数の算定における特例的な取扱い 

 

以下に掲げる重度身体障害者又は重度知的障害者は、障害者雇用義務制度及

び障害者雇用納付金制度上、２人分に算定されます。また、重度身体障害者又

は重度知的障害である短時間労働者（週所定労働時間 20時間以上 30時間未満）

についても、障害者雇用義務制度及び障害者雇用納付金制度上、1人分に算定さ

れます。さらに、平成 18年 4月より、精神障害者に雇用率制度が適用されるこ

とに伴い、精神障害者である短時間労働者も、0．5 人分に算定されることとな

ります。 

 

○ 重度身体障害者：身体障害者障害程度等級表の１級又は２級の障害を有する方 

○ 重度知的障害者：①療育手帳の所持者で「重度相当の程度（例、A 又は１度など）」

と判定されている方、②地域障害者職業センターの判定書所持者で、

その判定書に重度知的障害者である旨の記載がされている方等 

                                                   
4 身体障害者については、当分の間、都道府県知事の定める医師若しくは産業医による障害者雇

用促進法別表に掲げる身体障害を有する旨の診断書・意見書（ただし、心臓、じん臓、呼吸器、

ぼうこう若しくは直腸、小腸又はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害については、当

分の間、指定医によるものに限る。）によって確認を行うことも認められています。 
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（２）障害者手帳制度の概要 

 

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の対象、等級、交付申請手

続、手帳取得のメリット等は次頁の一覧表のとおりです。 
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障害種類別の障害者手帳制度 

 身体障害者手帳 療育手帳（知的障害者） 精神障害者保健福祉手帳 

対象者 身体障害者福祉法別表に該当する障害が
あり、障害が永続するもの 

児童相談所又は知的障害者更生相談所に
おいて知的障害と判定されたもの 

精神障害のため、長期にわたり、日常生
活または社会生活への制約があるもの 

根拠法令等 身体障害者福祉法第 15 条 昭和 48 年９月 27 日厚生省発児 156 号 精神保健福祉法第 45 条 

対象となる障害の 

種類・等級 

（障害種類） 

・ 視覚障害 

・ 聴覚または平衡機能の障害 

・ 音声機能、言語機能または 

そしゃく機能の障害 

・ 肢体不自由 

・ 心臓機能障害 

・ じん臓機能障害 

・ 呼吸器機能障害 

・ ぼうこうまたは直腸の機能障害 

・ 小腸機能障害 

・ ヒト免疫不全ウイルスによる免疫
機能障害 

 

（障害等級） 

 ・ １～６級（７級の障害は１つのみ
では法の対象とはならないが、７級
の障害が２つ以上重複する場合は、
法の対象となる） 

重度： 

（18 歳未満） 

① 知能指数が概ね 35 以下であっ
て、次のいずれかに該当するもの 

ア）食事、着脱衣、排便及び洗面

等日常生活の介助を必要とし、社

会生活への適応が著しく困難な

もの 

イ）頻繁なてんかん発作又は失禁、
異食、興奮、寡動その他の問題行
動を有し、監護が必要なもの 

② 知能指数が概ね 50 以下であって
盲（強度の弱視を含む）、ろうあ（強
度の難聴を含む）又は肢体不自由を
有する児童 

（18 歳以上） 

① 知能指数が概ね 35 以下（肢体不
自由、盲、ろうあ等障害を有する者
については 50 以下）であって、次
のいずれかに該当するもの 

ア）日常生活における基本的動作
（食事、排泄、入浴、洗面、着脱
衣等）が困難であって、個別的指
導及び介助が必要なもの 

イ）失禁、異食、興奮、多寡動その
他の問題行動を有し、常時注意と
指導が必要なもの 

その他：重度のもの以外 

１級：精神障害であって日常生活の用を
弁ずることを不能ならしめるもの 

２級：精神障害であって日常生活が著し
く制限を受けるか、又は制限を加
えることを必要とする程度のもの 

３級：精神障害であって日常生活若しく
は社会生活に制限を加えることを
必要とする程度のもの 

8
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 身体障害者手帳 療育手帳（知的障害者） 精神障害者保健福祉手帳 

判定機関 障害程度の認定について専門的な知識及
び技術を必要とするときは、身体障害者
更生相談所 

児童相談所または知的障害者更生相談所 精神保健福祉センター（ただし、障害年
金証書の写しがある場合は精神保健福
祉センターの判定は不要） 

有効期間 なし（※１） なし（※２） ２年間 

交付申請手続 申請書に都道府県知事の指定する医師が
作成した「診断書・意見書」を添付し、
居住地の福祉事務所長を経由して都道府
県知事に提出 

申請書を、居住地の福祉事務所長を経由し
て都道府県知事に提出 

申請書に以下の①または②の書類を添
付し、市町村を経由して都道府県知事に
提出 

① 医師の診断書（精神保健指定医そ
の他精神障害の診断または治療に
従事する医師によるもので、初診日
から６か月以上経過した時点のも
の） 

② 障害年金証書の写し 

申請者 本人。ただし、15 歳未満の者については
保護者が代行。 

本人またはその保護者 原則として本人。ただし、家族、医療機
関職員等の代行も可。 

交付者数 456.0 万人（平成 15 年度） 64.1 万人（平成 15 年度） 31.3 万人（平成 15 年度） 

手帳取得のメリッ
トの例 

・ 国税・地方税の控除・減免 

・ 航空運賃割引 

・ ＪＲ運賃の割引 

・ 有料道路通行料金割引 

・ 生活福祉資金の貸付け 

・ 携帯電話の基本料・付加機能使用料
半額 

・ 国税・地方税の控除・減免 

・ 航空運賃割引 

・ ＪＲ運賃の割引 

・ 有料道路通行料金割引 

・ 生活福祉資金の貸付け 

・ 携帯電話の基本料・付加機能使用料
半額 

・ 国税・地方税の控除・減免 

・ 生活福祉資金の貸付け 

・ 携帯電話の基本料・付加機能使用料
半額 

様式 参考資料５参照 参考資料６参照 参考資料７参照 

 
（※１）障害の状態が軽減する等の変化が予想される場合には、障害認定日から 1 年以上 5 年以内の期間内に判定機関において再認定を行う。 
（※２）障害の程度を確認するため、原則として２年ごとに児童相談所または知的障害者更生相談所において判定を行う。 

9
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Ⅱ．対象者の把握・確認方法 

 

 

障害者雇用義務制度及び障害者雇用納付金制度の対象となる障害者を把握・確認す

るきっかけは、「１．採用段階で障害者を把握・確認する場合」と、「２．採用後に障

害者を把握・確認する場合」に分けられます。 

「１．採用段階で障害者を把握・確認する場合」とは、本人が自ら障害を有するこ

とを、採用前の段階から企業に対して明らかにしている者や、採用面接の過程等で障

害を有することが明らかになった者を採用し、採用決定後に詳細な情報を確認する場

合を指します。 

 一方、「２．採用後に障害者を把握・確認する場合」とは、採用後に障害を有する

こととなった者や、採用前の時点では障害を有することを明らかにしていなかったが、

採用後に明らかにすることを望んでいる者を把握・確認する場合を指します。 

 以下では、このような把握・確認のきっかけごとに、具体的な把握・確認手順や、

その際の留意事項を示します。 

 

 また、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報

奨金の申請は、毎年度実施するものであることから、「３．把握・確認した情報の更

新」において、具体的な更新の手順や、その際の留意事項を示します。 

 

なお、このガイドラインに定める障害者の把握・確認方法や把握・確認した情報の

更新、処理・保管の方法その他労働者の障害に関する情報の取扱いに関する重要事項

を定めるときは、あらかじめ労働組合等5に通知し、必要に応じて協議を行い、重要

事項の決定を行ったときは、労働者に周知することが望まれます〔雇用管理指針第三

の九〕。 

 

 

 

                                                   
5 労働組合等とは、労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合を、労働者の

過半数で組織する労働組合がないときは労働者の過半数を代表する者を意味します。 
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１．採用段階で障害者を

把握・確認する場合 

２．採用後に障害者を把握・

確認する場合 

対象者の把握・確認の流れ（精神障害者の例） 

採用 
３．把握・確認した情報の更新 

× 

× 

※ 

手帳所持者（会社により把握・確認） 

手帳所持者（会社により把握・確認されていない） 

手帳の取得又は更新 

（＝情報の取得又は更新） 

手帳の失効 

（＝治癒等） 

企業による把握・確認 

（＝本人の申告） 

※ 障害者専用求人への応募や採用面接時等に特別な職業上の必要性等があるために企業が把握する場合が考えられる。 

× 

× 

採用前に手帳取得 

採用前に手帳取得 

採用後に手帳取得 

1
1

 

 

2 年毎に更新 

 

2 年毎に更新 

 

2 年毎に更新 

 

2 年毎に更新 

 

2 年毎に更新 

 

2 年毎に更新 
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１．採用段階で障害者を把握・確認する場合 

 

（１）採用決定前から障害者であることを把握する場合 

 

 採用決定前から障害の有無を把握する場合としては、①合同面接会等の機

会に障害者専用求人に応募する等、採用段階から本人が自ら障害者であるこ

とを明らかにしている場合と、②採用面接時等に、事業主が応募者に対して

障害の有無を照会する場合があると考えられます。 

 ただし、②の場合に障害の有無を照会するのは、特別な職業上の必要性が

存在することその他業務の目的の達成に必要不可欠な場合に限られ、その際

には、目的を示して本人に障害の有無を照会しなければなりません〔募集指

針第四の一の（一）〕。 

 

（２）採用決定後の確認手続 

 

① 利用目的の明示等 

（１）により、障害者であることを把握している者を採用した場合は、採

用決定後に、その労働者に対して、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付

金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請のために用いるという利用目

的その他以下に列挙する事項を明示した上で〔個法 18②〕、本人の同意を得

て、その利用目的のために必要な情報を取得します〔個法 16①〕。 

また、採用決定後の確認手続は、情報を取り扱う者を必要最小限とするた

め、企業の人事管理部門において障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金

の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請を担当する者から直接本人に対

して行うことが望まれます。なお、いくつかの事業所を有する企業の場合は、

事業所ごとに担当者を設けて確認することも考えられます。 

 

 

① 障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整

金又は報奨金の申請のために用いるという利用目的 

 

② ①の報告等に必要な個人情報の内容 

必要な個人情報の内容については、適宜、障害者雇用状況の報

告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申

請それぞれの様式（参考資料１～４）を示して説明を行うことも

考えられます。 

 

【本人に対して明示する事項】 
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③ 取得した個人情報は、原則として毎年度利用するものであること 

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用

調整金又は報奨金の申請は、毎年度１回行うこととされているこ

とから、把握・確認した情報を毎年度用いることについて、あら

かじめ本人の同意を得ておくこととします。ただし、精神障害者

保健福祉手帳の場合は、有効期限が２年間であることに注意する

必要があります。 

 

④ 利用目的の達成に必要な範囲内で、障害等級の変更や精神障害者保

健福祉手帳の有効期限等について確認を行う場合があること 

⑤ 障害者手帳を返却した場合や、障害等級の変更があった場合は、そ

の旨人事担当者まで申し出てほしいこと 

障害によっては、障害の程度の変化により、障害等級が変更に

なったり、障害者手帳の返却が行われる場合があります。また、

精神障害者保健福祉手帳については、有効期限が２年間であるこ

とから、手帳の更新手続が必要となっています。さらに、身体障

害者については、障害の程度が軽減する等の変化が予想される場

合には、身体障害者手帳の交付にあたり、再認定の条件が付され

る場合があります。 

このため、精神障害者保健福祉手帳の有効期限又は身体障害者

手帳の再認定の有無を把握・確認するとともに、必要に応じ把

握・確認した情報の内容に変更があるかどうか確認を行う場合が

あることや、もし変更があった場合は自ら申し出てほしいことを

伝えておくこととします。なお、把握・確認した情報の更新につ

いては、「Ⅱ．３．把握・確認した情報の更新」を参照してくだ

さい。 

 

⑥ 特例子会社又は関係会社の場合、取得した情報を親事業主に提供す

ること 

特例子会社の認定又は関係会社特例の認定を受けた親事業主

の障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用

調整金又は報奨金の申請は、親事業主が、特例子会社及び関係会

社の分もとりまとめて親事業主の事業所の所在地を管轄する公

共職業安定所に対して行うことになっています。このため、特例

子会社及び関係会社において把握した労働者の障害に関する情

報は、親事業主に対して提供される必要があることから、特例子

会社及び関係会社において情報の収集を行う際には、取得した情

報を、親事業主に提供すること明示する必要があります〔個法 23
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①〕。 

 

⑦ 障害者本人に対する公的支援策や企業の支援策についても、あわせ

て伝えることが望ましい 

 利用目的を明示する際に、申告することにより労働者本人が得

られるメリットとして、職業リハビリテーション等の公的支援策

や、企業が障害者に対して行う支援策についても、あわせて伝え

ることが望まれます。支援策の具体的な内容については、「Ⅳ．

障害に対する理解や障害者に対する支援策についての理解の普

及」を参照してください。 

 

 

② 明示方法 

 

利用目的を本人に明示する方法については、以下の事例を参考にしてくだ

さい。 

 

【「本人に明示」に該当する事例】 

例１：利用目的を明記した契約書その他の書面を相手方である本人

に手渡し、又は送付すること。 

例２：ネットワーク上において、本人がアクセスした自社のウェブ

画面上、又は本人の端末装置上にその利用目的を明記するこ

と 

 ※ただし、知的障害者等、本人の判断能力に疑義がある場合には、

下記③を参照してください。 

 

【「本人に明示」に該当しない事例】 

例１：利用目的が記載された部分が容易にわからない書面を、口頭

で補足せず単に手渡すこと 

 

※ 採用段階で障害者を把握し、採用決定後に確認を行う際に提示する書

面の例は、別添１を参照してください。 

 

本人の同意を得るに当たって 

企業が、障害者雇用状況の報告等以外の目的で、労働者から障害に関す

る個人情報を取得する際に、あわせて障害者雇用状況の報告等のためにも

その情報を用いることについて同意を得るようなことはせず、あくまで別

途の手順を踏んで同意を得ることとします。 
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例えば、障害者雇用状況の報告等のために用いるという利用目的が、他

の多くの事項が記載された文書の中に記載されており、この利用目的が記

載された部分が容易に識別できない書面を、口頭で補足せずに単に手渡し

ただけの場合、労働者がその部分に気付かずに、自らの障害に関する情報

がどのように利用されるのか理解しないままに同意を行う可能性も考え

られます。このため、企業は、労働者本人が、情報の利用目的及び利用方

法を理解したうえで同意を行うことができるよう別途説明を行うなどの

配慮を行う必要があります。 

 

③ 家族への説明等 

 

 知的障害者等、本人の判断能力に疑義がある場合は、利用目的等について

本人が理解できるよう十分に説明を行うとともに、本人だけでなく家族等に

対しても説明を行うことが必要となる場合もあります。 

なお、本人が成年被後見人であって、本人から成年後見の登記事項証明書

が提出された場合は、本人のみならず、登記事項証明書に記載された後見人

に対しても利用目的等について説明を行い、その同意を得るようにします。 
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２．採用後に障害者を把握・確認する場合 

 

採用後に障害者を把握・確認する場合とは、採用後に障害を有することとなっ

た者や、採用前や採用面接時等においては障害を有することを明らかにしていな

かったが、採用後、明らかにすることを望んでいる者を把握・確認する場合を指

します。 

 この場合の把握・確認方法は、（１）雇用している労働者全員に対して申告を

呼びかけることを原則としますが、例外的に（２）個人を特定して照会を行うこ

とができる場合も考えられます。 

 

 なお、把握・確認手続は、情報を取り扱う者の範囲を必要最小限とするため、

原則として、企業の人事管理部門において障害者雇用状況の報告、障害者雇用納

付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請を担当する者から直接本人に対

して行うこととします。なお、いくつかの事業所を有する企業の場合は、事業所

ごとに担当者を設けて確認することも考えられます。ただし、把握・確認を行う

きっかけによっては例外もありますので、注意してください。 

 

（１）雇用している労働者全員に対して申告を呼びかける場合 

 

① 呼びかけ方法 

 

 採用後に障害者を把握・確認する場合の呼びかけの方法は、雇用する労

働者全員に対して、メールの送信や書類の配布等画一的な手段で申告を呼び

かけることを原則とします。 

 

【呼びかけ方法として適切な事例】 

例１：労働者全員が社内ＬＡＮを使用できる環境を整備し、社内ＬＡ

Ｎの掲示板に掲載する、又は労働者全員に対して一斉にメール

を配信する。 

例２：労働者全員に対して、チラシ、社内報等を配布する。 

例３：労働者全員に対する回覧板に記載する。 

例４：労働者全員が定期的に見ると想定される事業所内の掲示板に掲

示する。 

例５：労働者全員に対して、自宅に文書を郵送する。 
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【呼びかけ方法として不適切な事例】 

例１：労働者全員が社内ＬＡＮを使用できる環境にない場合において、

労働者全員に対してメールを配信する。 

例２：休憩室にのみチラシを置いておく。 

例３：社内サークル等、ある特定の集団に対してのみチラシを配布す

る。 

例４：障害者と思われる労働者のいる部署に対してのみチラシを配布

する。 

 

 

※ 採用後に、雇用している労働者全員に対して申告を呼びかける書面の

例は、別添２を参照してください。 

 

② 呼びかけの際に明示する事項 

 

申告を呼びかける際には、本人に対して利用目的その他以下に列挙する事

項を明示することとします（再掲）。 

なお、呼びかけを行う際には、この呼びかけに対して回答することが業務

命令ではないことを明らかにすることが望まれます。 

 

 

① 業務命令として、この呼びかけに対する回答を求めているものでは

ないこと 

呼びかけに対しては、自らの障害に関する情報が、障害者雇用状

況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金

の申請のために用いるという利用目的に同意する場合にのみ回答

すればよく、業務命令により強制しているものではないという旨を

明らかにすることが望まれます。 

 

② 障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整

金又は報奨金の申請のために用いるという利用目的 

 

③ ②の報告等に必要な個人情報の内容 

 

④ 取得した個人情報は、原則として毎年度利用するものであること 

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用

調整金又は報奨金の申請は、毎年度 1 回行うこととされていること

から、把握・確認した情報を毎年度用いることについて、あらかじ

【本人に対して明示する事項】 
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め本人の同意を得ておくこととします。ただし、精神障害者保健福

祉手帳の場合は、有効期限が２年間であることに注意する必要があ

ります。 

 

⑤ 利用目的の達成に必要な範囲内で、障害等級の変更や精神障害者保

健福祉手帳の有効期限等について確認を行う場合があること 

⑥ 障害者手帳を返却した場合や、障害等級の変更があった場合は、そ

の旨人事担当者まで申し出てほしいこと 

障害によっては、障害の程度の変化により、障害等級が変更に

なったり、障害者手帳の返却が行われる場合があります。また、

精神障害者保健福祉手帳については、有効期限が２年間であるこ

とから、手帳の更新手続が必要となっています。さらに、身体障

害者については、障害の程度が軽減する等の変化が予想される場

合には、身体障害者手帳の交付にあたり、再認定の条件が付され

る場合があります。 

このため、精神障害者保健福祉手帳の有効期限又は身体障害者

手帳の再認定の有無を把握・確認するとともに、必要に応じ把

握・確認した情報の内容に変更があるかどうか確認を行う場合が

あることや、もし変更があった場合は自ら申し出てほしいことを

伝えておくこととします。なお、把握・確認した情報の更新につ

いては、「Ⅱ．３．把握・確認した情報の更新」を参照してくだ

さい。 

 

⑦ 特例子会社又は関係会社の場合、取得した情報を親事業主に提供す

ること 

特例子会社の認定又は関係会社特例の認定を受けた親事業主の

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整

金又は報奨金の申請は、親事業主が、特例子会社及び関係会社の分

もとりまとめて親事業主の事業所の所在地を管轄する公共職業安

定所に対して行うことになっています。このため、特例子会社及び

関係会社において把握した労働者の障害に関する情報は、親事業主

に対して提供される必要があることから、特例子会社及び関係会社

において情報の収集を行う際には、取得した情報を、親事業主に提

供すること明示する必要があります〔個法 23①〕。 

 

⑧ 障害者本人に対する公的支援策や企業の支援策についても、あわせ

て伝えることが望ましい 

 利用目的を明示する際に、申告することにより労働者本人が得ら
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れるメリットとして、職業リハビリテーション等の公的支援策や、

企業が障害者に対して行う支援策についても、あわせて伝えること

が望まれます。支援策の具体的な内容については、「Ⅳ．障害に対

する理解や障害者に対する支援策についての理解の普及」を参照し

てください。 
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（２）個人を特定して照会を行うことができる場合 

 

採用後に障害者を把握・確認する場合は、（１）で述べたように、雇用して

いる労働者全員に対して申告を呼びかけることを原則としますが、例外的に、

個人を特定して障害者手帳等の所持について照会を行うことができる場合も

考えられます。 

ここでは、個人を特定して障害者手帳等の所持について照会を行うことがで

きる場合、照会を行う際の留意事項、照会を行って障害者手帳等の所持を把握

し、かつ本人の同意のもとで利用目的に必要な情報を確認する手順を示します。 

 

① 個人を特定して照会を行うことができる場合 

 

 障害者である労働者本人が、職場において障害者の雇用を支援するための

公的制度や社内制度の活用を求めて、企業に対し自発的に提供した情報を根

拠とする場合は、個人を特定して障害者手帳等の所持を照会することができ

ます。 

 照会を行う根拠として適切な情報及び適切でない情報を以下に例示しま

す。 

 

【照会を行う根拠として適切な例】※１ 

例１：公的な職業リハビリテーションサービスを利用したい旨の申出 

例２：企業が行う障害者就労支援策を利用したい旨の申出 

  

【照会を行う根拠として不適切な例】 

例１：健康等について、部下が上司に対して個人的に相談した内容 

例２：上司や職場の同僚の受けた印象や職場における風評 

例３：企業内診療所における診療の結果 

例４：健康診断の結果 

例５：健康保険組合のレセプト 

 

【個別の状況によっては照会を行う根拠として不適切な場合があり得る

例】※２ 

例１：所得税の障害者控除を行うために提出された書類 

例２：病欠・休職の際に提出された医師の診断書 

例３：傷病手当金（健康保険）の請求に当たって事業主が証明を行

ったこと 
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※１ 復職支援制度の利用の申出を根拠に照会を行おうとする場合は、

あらかじめ本人の復職支援を担当している医師の意見を聞くよ

うにします。 

※２ 労働者本人の障害の受容の状況や病状等によっては、これらの

情報をもとに照会を行うこと自体が、本人の意に反するようなケ

ースも生じうると考えられる事例です。これらの情報をもとに照

会を行おうとする際には、照会を行うことが適切かどうかの見極

めを、企業において個別ケースごとに慎重に行う必要があります。

この場合、企業において本人の障害の受容の状況や病状等を知悉

している専門家（保健医療関係者、例えば産業医など）がいると

きには、そうした者にあらかじめ相談することなどを通じて、照

会を行うことが適切かどうかを判断することが考えられます。 

 
なお、障害者の把握・確認は、原則として、情報を取り扱う者を必要最小

限とするため、企業の人事管理部門において障害者雇用状況の報告、障害者

雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請を担当する者から直

接本人に対して行うこととします。 

 

② 照会に当たって 

 

照会を行う理由を明確に 

照会を行う際には、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障

害者雇用調整金又は報奨金の申請のために用いるという利用目的を明示し

たうえで、障害者手帳等の所持の確認を行うこととします。 

その際、なぜある労働者を特定して尋ねるのか、根拠となる情報を明らか

にし、本人に対して経緯を明確にすることが求められます。 

 

強要の禁止 

 また、この照会に対して、障害者手帳等の所持を否定した場合や、呼びか

けに対する回答を拒否した場合に、回答するよう繰り返し迫ったり、障害者

手帳等の取得を強要してはいけません（Ⅱ．４．把握・確認に当たっての禁

忌事項」参照。）。 

 したがって、照会に対して回答することは業務命令ではないことを明確に

するために、「この照会は、労働者に対して、障害者雇用状況の報告、障害

者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請のために用いるこ

とに同意する場合にのみ回答をお願いするものであり、必ず回答しなければ

ならないというものではない。」という旨を明らかにすることが望まれます。 
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③ 障害者雇用状況の報告等に必要な情報の確認 

 

利用目的の明示の際に本人に伝える内容（再掲） 

個人を特定して障害者手帳等の所持について照会を行い、その労働者が障

害者手帳等を所持しており、かつ障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金

の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請のために用いることについて同

意が得られた場合には、利用目的その他以下に列挙する事項を明示して、必

要な情報の確認を行うこととします。 

 

 

 

① 障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整

金又は報奨金の申請のために用いるという利用目的 

 

② ①の報告等に必要な個人情報の内容 

必要な個人情報の内容については、適宜、障害者雇用状況の報

告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請

それぞれの様式（参考資料１～４）を示して説明を行うことも考え

られます。 

 

③ 取得した個人情報は、原則として毎年度利用するものであること 

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用

調整金又は報奨金の申請は、毎年度 1 回行うこととされていること

から、把握・確認した情報を毎年度用いることについて、あらかじ

め本人の同意を得ておくこととします。ただし、精神障害者保健福

祉手帳の場合は、有効期限が２年間であることに注意する必要があ

ります。 

 

④ 利用目的の達成に必要な範囲内で、障害等級の変更や精神障害者保

健福祉手帳の有効期限等について確認を行う場合があること 

⑤ 障害者手帳を返却した場合や、障害等級の変更があった場合は、そ

の旨人事担当者まで申し出てほしいこと 

障害によっては、障害の程度の変化により、障害等級が変更に

なったり、障害者手帳の返却が行われる場合があります。また、

精神障害者保健福祉手帳については、有効期限が 2 年間であるこ

とから、手帳の更新手続が必要となっています。さらに、身体障

害者については、障害の程度が軽減する等の変化が予想される場

【本人に対して明示する事項】 
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合には、身体障害者手帳の交付にあたり、再認定の条件が付され

る場合があります。 

このため、精神障害者保健福祉手帳の有効期限又は身体障害者

手帳の再認定の有無を把握・確認するとともに、必要に応じ把

握・確認した情報の内容に変更があるかどうか確認を行う場合が

あることや、もし変更があった場合は自ら申し出てほしいことを

伝えておくこととします。なお、把握・確認した情報の更新につ

いては、「Ⅱ．３．把握・確認した情報の更新」を参照してくだ

さい。 

 

⑥ 特例子会社又は関係会社の場合、取得した情報を親事業主に提供す

ること 

特例子会社の認定又は関係会社特例の認定を受けた親事業主の

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調

整金又は報奨金の申請は、親事業主が、特例子会社及び関係会社

の分もとりまとめて親事業主の事業所の所在地を管轄する公共職

業安定所に対して行うことになっています。このため、特例子会

社及び関係会社において把握した労働者の障害に関する情報は、

親事業主に対して提供される必要があることから、特例子会社及

び関係会社において情報の収集を行う際には、取得した情報を、

親事業主に提供すること明示する必要があります〔個法 23①〕。 

 

⑦ 障害者本人に対する公的支援策や企業による支援策についても、あ

わせて伝えることが望ましい 

 利用目的を明示する際に、申告することにより労働者本人が得

られるメリットとして、職業リハビリテーション等の公的支援策

や、企業が障害者に対して行う支援策についても、あわせて伝え

ることが望まれます。支援策の具体的な内容については、「Ⅳ．障

害に対する理解や障害者に対する支援策についての理解の普及」

を参照してください。 

 

 

利用目的等の明示方法 

利用目的等を本人に明示する方法については、以下の事例を参考にし

てください（再掲）。 

 

【「本人に明示」に該当する事例】 

例１：利用目的を明記した契約書その他の書面※を相手方である本
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人に手渡し、又は送付すること。 

例２：ネットワーク上において、本人がアクセスした自社のウェブ

画面上、又は本人の端末装置上にその利用目的を明記すること 

 

【「本人に明示」に該当しない事例】 

例１：利用目的が記載された部分が容易にわからない書面を、口頭

で補足せず単に送付又は手渡すこと 

 

※ 採用後の労働者について、個人を特定して照会を行う際の書面の例は、

別添３を参照してください。 

 

本人の同意を得るに当たって 

企業が、障害者雇用状況の報告等以外の目的で、労働者から障害に関す

る個人情報を取得する際に、あわせて障害者雇用状況の報告等のためにも

その情報を用いることについて同意を得るようなことはせず、あくまで別

途の手順を踏んで同意を得ることとします。 

例えば、障害者雇用状況の報告等のために用いるという利用目的が、他

の多くの事項が記載された文書の中に記載されており、この利用目的が

記載された部分が容易に識別できない書面を、口頭で補足せずに単に手

渡しただけの場合、労働者がその部分に気付かずに、自らの障害に関す

る情報がどのように利用されるのか理解しないままに同意を行う可能性

も考えられます。このため、企業は、労働者本人が、情報の利用目的及

び利用方法を理解したうえで同意を行うことができるよう別途説明を行

うなどの配慮を行う必要があります。 

また、所得税の障害者控除を行うために本人からの申告書類を受け取

るときや、病休・休職の申請を本人から受けるとき、傷病手当金の請求

に当たり本人から企業の証明を求められたときに、その情報を障害者雇

用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金

の申請のために用いることについても同意を求めるようなことはしない

ようにします。 
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３．把握・確認した情報の更新 

 

労働者の障害に関する情報を、一度把握・確認した後も、情報に変更がある場

合は更新が必要です。 

例えば、把握・確認した労働者が精神障害者である場合、精神障害者保健福祉

手帳の有効期限は２年間であることから、把握・確認した手帳の有効期限が経過

した後に、手帳を更新しているかを確認する必要があります。 

また、重度障害者と重度障害者以外の障害者とでは、障害者雇用率制度及び障

害者雇用納付金制度上での算定方法が異なってくることから、障害の程度に変化

があると考えられる場合は、障害の等級に変更がないかを確認する必要がありま

す。 

 

 以下では、把握・確認した情報の毎年度の利用や、更新に当たっての留意事項

を説明します。 

 

① 毎年度の利用に当たって 

 障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は

報奨金の申請は、毎年度１回行うこととされていることから、ある労働者が

障害者であることを一度把握・確認した後も、障害の状態に変更がない限り、

把握・確認した情報を毎年度用いることについて、あらかじめ本人の同意を

得ておくこととします。ただし、精神障害者保健福祉手帳の場合は有効期限

が２年間であることに、身体障害者については障害者手帳に再認定の条件が

付されている場合があることに、それぞれ注意する必要があります。 

 

② 更新を行う頻度は必要最少限に 

把握・確認した情報の更新を行うために、事業主から労働者に対して情報

に変更がないか確認を行う頻度は必要最少限とします。 

例えば、精神障害者保健福祉手帳の有効期限については、前回確認した有

効期限を過ぎた最初の障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障

害者雇用調整金又は報奨金の申請のいずれかを行う際に、手帳の更新の有無

及び更新後の手帳の有効期限について確認を行うこととします。 

また、障害等級の変更については、例えば障害者雇用状況の報告、障害者

雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請以外の利用目的のた

めに企業が取得した情報から、障害等級が変化していることが想定されると

きは、その都度本人に対して確認を行うこととします。その際、確認を行う

根拠とする情報は、障害者である労働者本人が、職場において障害者の雇用

を支援するための公的制度や社内制度の活用を求めて、企業に対し自発的に
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提供した情報でなければなりません。 

なお、身体障害者の場合、障害者手帳に再認定の条件が付されていること

がわかっている場合については、再認定の期日経過後に、障害の程度に変更

がないかどうか確認するようにします。 

 

③ 更新の際に本人に伝達すべき事項 

情報の更新のために労働者に確認を行う際には、その労働者に対して、確

認を行う理由や、何をきっかけとして確認を行うのかという経緯を明確にし

つつ、尋ねなければなりません。 

 

④ 本人からの申出による変更手続 

なお、事業主から確認を行うだけでなく、あらかじめ把握・確認を行う際

に、障害者である労働者に対して、障害者手帳を返却した場合や障害の程度

が変更した場合は、事業主に申し出るよう呼びかけるとともに、労働者に対

して、情報の変更を申し出る手続を公表しなければなりません〔個法 24①〕。 

 

⑤ 利用停止等 

事業者は、本人から、情報が障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の

申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請以外の目的のために利用されてい

るという理由や、情報が偽りその他不正の手段を用いて取得されたという理

由、本人の同意無く情報が第三者提供されているという理由によって、障害

者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金

の申請のために利用しないよう求められた場合、その求めが適正であると認

められるときは、利用を停止しなければなりません〔個法 27①〕。 
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４．把握・確認に当たっての禁忌事項 

 

 これまで、把握・確認のきっかけごとに具体的な手順や把握・確認した情報

の更新方法を示してきましたが、ここでは、把握・確認に当たって、どのような

場合であっても行ってはならない禁忌事項を一覧にして示します。 

 

 

 

○ 利用目的の達成に必要のない情報の取得を行ってはならない〔個法 16〕。 

 

○ 労働者本人の意思に反して、障害者である旨の申告又は手帳の取得を強要

してはならない〔個法 17〕。 

 

産業医等の医療関係者をはじめとする第三者を通じて、労働者に対して

申告や手帳の取得を強要してはなりません。 

また、精神障害者である労働者に対して障害者手帳の所持の有無を照会

し、所持していなかった場合に、その労働者に障害者手帳を取得するよう

強要してはなりません。 

 

【厚生労働大臣による勧告・命令及び罰則】 

利用目的の達成に必要な範囲を超えて情報を取り扱った場合や、偽りその

他不正の手段を用いて情報を取得した場合は、個人情報保護法に基づき、勧

告、勧告に従わない場合の命令、緊急の場合の命令が行われることがありま

す。これらの命令に違反した場合は、６月以下の懲役又は 30 万円以下の罰

金に処せられることがあります。 

 

 

○ 障害者である旨の申告又は手帳の取得を拒んだことにより、解雇その他の

不利益な取扱いをしないようにしなければならない。 

 

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又

は報奨金の申請以外の利用目的のために取得した情報に基づいて、個人を

特定して障害者手帳等の所持に関する情報の提供を呼びかける場合に、そ

の労働者が障害者手帳等の所持を否定したことや、呼びかけに対する回答

を拒否したことを理由として、解雇、降職、賃金引下げ等、不利益な取扱

いを行わないようにしなければなりません。 
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○ 正当な理由無く、特定の個人を名指しして情報収集の対象としてはならな

い。 

 

正当な理由とは、障害者である労働者本人が、職場において障害者の雇

用を支援するための公的制度や社内制度の活用を求めて、企業に対し自発

的に提供した情報に基づく場合をいいます。この場合にあっても、その労

働者に対して、なぜその労働者に対して確認を行うのか、理由を明確にし

つつ、尋ねなければなりません（「Ⅱ．２（２）②」参照）。 

 
○ 産業医等医療関係者や企業において健康情報を取り扱う者は、障害者雇用

状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請

の担当者から、労働者の障害に関する問い合わせを受けた場合、本人の同意

を得ずに、情報の提供を行ってはならない〔個法 16①、23①、刑法 134①、

保助看法 42 の２、安衛法 104〕。 
 

なお、本人の同意がある場合であっても、障害者雇用状況の報告、障害

者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請に必要な情報は、

担当者が本人から直接提供を受けることが望まれます〔健康情報留意事項

第３ １（１）〕。 

 
【厚生労働大臣による勧告・命令及び罰則】 

○ 本人の同意を得ずに情報の第三者提供を行った場合は、個人情報保護

法に基づき、勧告、勧告に従わない場合の命令、緊急の場合の命令が行

われることがあります。これらの命令に違反した場合は、6月以下の懲

役又は 30万円以下の罰金に処せられることがあります。 

 

○ 医師等や健康診断の実施の事務に従事した者が、正当な理由がないの

に、その業務上取り扱ったことについて知り得た人の秘密を漏らしたと

きは、刑法第 134 条、保健師助産師看護師法 42 条の２、労働安全衛生

法 104条等に基づき、懲役又は罰金に処せられます。 

 

 

※ 企業による障害者の把握・確認行為が、障害者である労働者の意に反する

ものである場合、状況によっては、その企業に対し訴訟が提起されることも

考えられます。この場合に問われる可能性のある企業の責任としては、例え

ば、プライバシー権の侵害が考えられます。 

プライバシー権は、「私生活をみだりに公開されないという法的保障ないし

権利」とされ、民法 709 条に基づく不法行為の損害賠償責任が認められた判

例があります。 
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Ⅲ．把握・確認した情報の処理・保管方法 

 

障害者である労働者が事業主に対して申告を行うことの前提として、事業主が

労働者から提供された情報を、適切に処理・保管する体制を整えていることが求

められます。 

このため、以下では把握・確認した情報の処理・保管に当たって留意すべき事

項を簡単に示します。安全管理措置や苦情処理体制の整備等、処理・保管に当た

って具体的にどのような措置を講じるかについては、個人情報保護法や雇用管理

指針等、個人情報保護の一般原則に従ってください。 

 

１．処理・保管の具体的な手順 

 

（１）安全管理措置等 
 

① 安全管理措置 

 

保存措置 

障害者を雇用している場合、各事業所ごとに、ある労働者が障害者であ

ることを明らかにする書類を備え付けるとともに、これをその労働者の死

亡、退職又は解雇の日から3年間保存するものとされています〔障害則45〕。

これらの書類の他、障害者雇用状況の報告や障害者雇用納付金の申告、障

害者雇用調整金又報奨金の申請に使用した書類について、漏洩、滅失、又

は毀損の防止その他情報の安全管理のために必要な措置を講じなければ

なりません〔個法 20〕。 

 

情報管理者の守秘義務等 

個人情報の保存に当たっては、情報を管理する者の範囲を必要最小限に

限定したうえで、これを従業員にわかるように明確化すること〔雇用管理

指針第三の三（一）（二）〕や、情報管理者の守秘義務等を定めた個人情報

の取扱いに関する内部規定を整備すること〔雇用管理指針第三の三（一）

（二）〕、個人情報保護法意識の向上、安全性・正確性の確保のための研修

を実施すること〔雇用管理指針第三の三（五）〕、個人情報を取り扱う従業

者に対する監督を行うこと〔個法 21〕等の措置を講じなければなりません。 

 

他の情報とは区別して保管 

また、障害に関する情報は、個人情報の中でも特に取扱いに注意を要す
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る情報であることから、他の一般の個人情報と一緒に保管することによっ

て、情報管理者以外の者がこれを知ることがないよう、別途保管すること

が望まれます〔行動指針第２の３．（３）〕。 

 

② 把握・確認した情報の他事利用 

 

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又

は報奨金の申請を行うために把握・確認した情報を、障害者雇用状況の報

告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請以外の

目的のために、本人の同意なく利用してはなりません。 

例えば、把握・確認した情報を、労働者の健康管理のために用いる場合

は、原則として、本人の同意を得なければなりません。 

 

（２）苦情処理体制 

 

把握・確認した情報の取扱いに関する苦情処理の担当者を明らかにする

〔個法 31①〕とともに、苦情処理の手順を定めて、苦情処理に当たる従業員

に研修を行うこと等、本人からの苦情を適切かつ迅速に処理するために必要

な体制の整備に努めることとします〔個法 31②〕。 

 苦情処理の窓口については、障害に関する情報の苦情及び相談に適切に対

応するため、必要に応じて産業医、保健師等、衛生管理者その他の労働者の

健康管理に関する業務に従事する者と連携を図ることができる体制を整備

しておくことが望まれます〔健康情報留意事項第３の３参照〕。 

 

２．処理・保管に当たっての禁忌事項 

 

取得後の情報の処理・保管に当たっての禁忌事項について、一覧にして示しま

す。 

 

 

○ 本人の同意なく、利用目的の範囲を超えて情報を取り扱ってはならない

〔個法 16①〕。 

 

例えば、本人の同意を得ないで、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付

金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請のために取得した情報を、

労働者の健康管理のために用いたり、能力給与査定の参考としてはなりま

せん。 
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【厚生労働大臣による勧告・命令及び罰則】  

利用目的の達成に必要な範囲を超えて情報を取り扱った場合、個人情報

保護法に基づき、勧告、勧告に従わない場合の命令、緊急の場合の命令が

行われることがあります。これらの命令に違反した場合は、６月以下の懲

役又は 30万円以下の罰金に処せられることがあります。 

 

○ 障害者である旨の申告を行ったことや、情報の開示、訂正、利用停止等

を求めたことを理由として、労働者に解雇その他の不利益な取扱いを行わ

ないようにしなければならない。 

 

 

※ 企業による障害者の処理・保管行為が、障害者である労働者の意に反する

ものである場合、状況によっては、その企業に対し訴訟が提起されることも考

えられます。この場合に問われる可能性のある企業の責任としては、例えば、

プライバシー権の侵害が考えられます。 

プライバシー権は、「私生活をみだりに公開されないという法的保障ないし

権利」とされ、民法 709条に基づく不法行為の損害賠償責任が認められた判例

があります。 
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Ⅳ． 障害に対する理解や障害者に対する支援策についての理解の普及 

 

 

障害をオープンにできるような職場づくり 

 21世紀にわが国が目指すべき社会のあり方として、障害のある人もない人も共

に活躍できるような共生社会の理念が浸透しつつあるところですが、依然として、

職場はもとより社会全体において障害者に対する理解が必ずしも進んでいない

面があることから、特に精神障害者について、障害者であることを職場で明らか

にすることを望まない人がいます。 

 このため、精神障害者をはじめとする障害者に対する社会の偏見を解消し、社

会の理解を進めていく必要があるとともに、職場においても障害についての理解

が進み、障害者であることを明らかにして、周囲のサポートを受けながら働くこ

とができるような職場環境を整備することが必要です。 

 

具体的な取組み 

具体的には、平素より、（１）管理職や従業員に対して、障害そのものに対す

る理解を深めるための啓発・研修を行うことや、（２）障害者が職場で働き続け

るために、企業や障害者本人に対して様々な職業リハビリテーション等の公的支

援が行われていることを周知することや、（３）企業独自の支援を行っている場

合はその旨を含む企業の障害者雇用に対する方針を明示し、周知を行うことが望

まれます。 

 

(１) 管理職や従業員の意識啓発 

 

 障害者にとって働きやすい職場環境を整備するためには、同じ職場で働く管

理職や従業員が、障害について正しく理解し、適切な雇用管理上の配慮を行う

ことができるよう、啓発や研修を行うことが重要です。 

なお、精神障害者については、厚生労働省において、心の健康問題の正しい

理解のための普及啓発指針（「こころのバリアフリー宣言 ～精神疾患を正しく

理解し、新しい一歩を踏み出すための指針～」（厚生労働省心の健康問題の正し

い理解のための普及啓発検討会））を策定しておりますので、社内 LANの掲示板

への掲載等により、従業員への周知を行うことが望まれます。 

 

※ こころのバリアフリー宣言は、以下の厚生労働省のホームページに掲載し

ています。 

http://www.mhlw.go.jp/shingi/2004/03/s0331-4.html#2  
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（２） 障害者が職場で働き続けるため企業や障害者本人に対して行われる公的

支援の活用 

 

職場において障害者であることを明らかにすることにより、職場や本人に

対して行われる公的支援策としては、以下のものがあります。 

 

○ 精神障害者総合雇用支援事業による職場復帰支援（問い合わせ先：地域障

害者職業センター） 

○ 職場適応援助者（ジョブコーチ）による職場定着支援（問い合わせ先：地域障

害者職業センター等） 

○ 地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等における相談・支

援 

○ 障害者職業生活相談員による相談・指導（障害者を 5 人以上雇用する事業

所） 

○ 障害者を雇用する事業主に対する障害者雇用助成金の支給（問い合わせ

先：都道府県障害者雇用促進協会） 

 

 
（３） 障害者に対する企業独自の雇用支援策 

 

障害者に対する企業独自の雇用支援策としては、例えば、 

○ 通勤が困難な身体障害者である労働者のための在宅勤務制度を設け

ること 

○ 腎臓透析を行っている労働者の通院のためのフレックス勤務制度を

設けること 

○ 有給休暇の積立日数の限度を超えて、傷病による休業や通院のため

に有給休暇を積み立てる制度を設けること 

○ 車いすを使用している労働者に自家用車通勤を認め、駐車場を確保

すること 

といった支援策を採用している企業があります。 

  

障害者が、職場において障害者であることを明らかにして働き続けること

ができるようにするためには、このような各企業が独自に採用している障害

者が働き続けるための支援制度についても、平素より周知することが望まれ

ます。 

 

 

156



 34 

参考：このガイドラインの準拠する法令等 

 

このガイドラインにおいては、適宜、根拠又は参考となる法令の条文等（参考

資料８参照）も記載していますが、その際、以下のような略語を使用しています。 

 

 

 

《略語》 

 

〔障害法〕：障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35年法律第 123号） 

〔障害令〕：障害者の雇用の促進等に関する法律施行令（昭和 35 年政令第

292号） 

〔障害則〕：障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則（昭和 51 年労働

省令第 38号） 

〔個法〕：個人情報の保護等に関する法律（平成 15年法律第 57号） 

〔雇用管理指針〕：雇用管理に関する個人情報の適正な取扱いを確保するた

めに事業者が講ずべき措置に関する指針（平成 16年 7月

1日厚生労働省告示第 259号） 

〔健康情報留意事項〕：雇用管理に関する個人情報のうち健康情報を取り扱

うに当たっての留意事項について（平成 16 年 10 月

29日・基発第 1029009号） 

〔行動指針〕：労働者の個人情報保護に関する行動指針（平成 12年 12月） 

〔募集指針〕：職業紹介事業者、労働者の募集を行う者、募集受託者、労働者

供給事業者等が均等待遇、労働条件等の明示、求職者等の個人

情報の取扱い、職業紹介事業者の責務、募集内容の的確な表示

等に関して適切に対処するための指針（平成 11 年労働省告示

第 141号） 

〔刑法〕：刑法（明治 40年法律第 45号） 

〔保助看法〕：保健師助産師看護師法（昭和 23年法律第 203号） 

〔安衛法〕：労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57号） 

 

項番号：第 1項＝①、第 2項＝②･･･と表記 
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■添付資料一覧 

 

別添１ 【採用段階で障害者を把握・確認する場合】採用決定後に確認を行

う際に提示する書面の例 

別添２ 【採用後に障害者を把握・確認する場合①】雇用している労働者全

員に対して申告を呼びかける書面の例 

別添３ 【採用後に障害者を把握・確認する場合②】個人を特定して紹介を

行う際の書面の例 

 

参考資料１ 障害者雇用状況報告の様式 

参考資料２ 障害者雇用納付金の申告の様式（除外率適用事業所なし） 

参考資料３ 障害者雇用調整金の申請の様式（除外率適用事業所なし） 

参考資料４ 報奨金の申請の様式 

参考資料５ 身体障害者手帳の様式 

参考資料６ 療育手帳の様式 

参考資料７ 精神障害者保健福祉手帳の様式 

参考資料８ このガイドラインの準拠する法令等 
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平成 年 月 日 

 
 
 

株式会社○○○ 人事部 

 

 

障害者雇用促進法に基づいて、企業には、雇用している労働者の一定割合（1．

8％）、身体障害者又は知的障害者を雇用しなければならないという障害者雇用義

務が課されています。 

また、この障害者雇用義務の達成状況に基づき、障害者雇用状況の報告、障害

者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申請〔又は報奨金の申請〕を行う必要

があります。（障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調

整金の申請〔又は報奨金の申請〕の詳しい内容については、下記の「１．利用目

的及び必要な情報」を参照してください。） 

 

 

この度、障害者雇用促進法が改正され、各企業の実雇用率の算定の際に、従来

の身体障害者及び知的障害者に加え、精神障害者も算定対象とすることとされま

した（平成 18年４月施行）。 

こうした法改正や個人情報保護法の制定を背景に、労働者の障害に関する情報

は、従来以上に厳正に取り扱うことが求められています。 

 つきましては、あなたの障害に関する情報を、下記のとおり利用することにつ

いて同意される場合は、同意書（別紙）に記名押印の上、人事部まで提出してく

ださい。 

 

なお、人事部に提供していただいた情報をもとに、職場において不利益な取扱

いを行うことは一切ありません。 

 

記 

 

１．利用目的及び必要な情報 

 

○ 障害者雇用状況の報告 

毎年 6月 1日における障害者の雇用状況を、○○公共職業安定所に報告

しなければならないこととなっています（報告期間：毎年 6 月 1 日から 7

月 15日）。 

このため、企業は、雇用する労働者のうち、障害者である労働者の人数

を、障害種別・程度ごとに報告する必要があります。 

【採用段階で障害者を把握・確認する場合】 

採用決定後に確認を行う際に提示する書面の例 別添１ 

(注) 必要に応じ、書面にルビをふったり、個別に説明を行うなど、

本人が書面に記載された内容を理解できるような工夫が求めら

れます。 
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○ 障害者雇用納付金の申告 

各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づき算定した障害者雇用納付

金の額等を、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構（○○都道府県障害

者雇用促進協会経由）に申告しなければならないこととなっています（申

告期間：毎年 4月 1日から 5月 15日） 

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月日、転入年月日、

年度内に身体障害者又は精神障害者となった年月日、年度内等級等変更年

月日、離職年月日、転出年月日を申告する必要があります。 

 

○ 障害者雇用調整金の申請 

障害者雇用調整金は、各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づいて

金額を算定し、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構（○○都道府県障

害者雇用促進協会経由）に支給の申請を行った事業主に対して支給される

こととなっています（申請期間：毎年 4月 1日から 5月 15日）。 

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月日、転入年月日、

年度内に身体障害者又は精神障害者となった年月日、年度内等級等変更年

月日、離職年月日、転出年月日を申告する必要があります。 

 

○ 報奨金の申請 

報奨金は、各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づいて金額を算定

し、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構（○○都道府県障害者雇用促

進協会経由）に支給の申請を行った事業主に対して支給されることとなっ

ています（申請期間：毎年 4月 1日から 7月 31日）。 

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月日、転入年月日、

年度内に身体障害者又は精神障害者となった年月日、年度内等級等変更年

月日、離職年月日、転出年月日を申告する必要があります。 

 

 

２．毎年度の利用 

 

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申

請〔又は報奨金の申請〕は、毎年度１回行わなければならないこととされて

いることから、当社は、障害者雇用状況の報告等の業務の実施に当たり、今

回あなたから申告していただいた情報を、毎年度利用することとなりますの

で、あらかじめご了承ください。 
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なお、当社が、申告していただいた情報を、本人の同意無く、障害者雇用

状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申請〔又は報奨

金の申請〕以外の利用目的のために用いることは一切ありません。 

 

 

３．情報の更新 

 

 今回申告していただいた情報について、毎年度障害者雇用状況の報告等のた

めに用いるに当たり、内容に変更があると考えられるような場合には、障害者

雇用状況の報告等の実施に必要な範囲で、変更の有無について確認を行うこと

がありますので、あらかじめご了承ください。 

なお、情報の内容の変更とは、具体的には、障害等級の変更〔や、有効期限

を過ぎた精神障害者保健福祉手帳の更新の有無〕等を想定しています。〔このた

め、精神障害者保健福祉手帳の有効期限を届け出てください。〕 

また、今回申告していただいた情報について、その内容の正確性を確保する

観点から、障害等級に変更があった場合〔や、精神障害者保健福祉手帳を返却

した場合〕には、その旨担当まで連絡してください。 

 

 

４．親事業主への情報提供 

 

当社は、株式会社×××の特例子会社〔又は関係会社〕です。 

このため、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整

金の申請〔又は報奨金の申請〕を、親事業主である株式会社×××において一括

して行う必要があることから、申告していただいた情報を株式会社×××の人事

部に提供することとなりますので、あらかじめご了承ください。 

 

以上 

 

 

担当：人事部△△係 ○○（内線☆☆☆

☆） 

 E-mail:xxxx@xxxx.xx.xx 
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（注） 以下の支援策については、この機会にあわせて伝えておくことが望まれる事項です。 

 

 

 

 

当社では、障害者の方が働き続けることができるようにするために、

以下のような支援を行っています。ご利用を希望される場合は、下記

担当まで御連絡ください。 

 

 支援策１ 

 （支援策１の概要説明） 

 支援策２ 

（支援策２の概要説明） 

 

 

《担当》○○（内線☆☆☆☆） 

E-mail：xxxx@xxxx.xx.xx 

 

 

 

 

 

障害者の雇用支援のために、以下のような支援策をはじめとする公

的な職業リハビリテーションサービスがあります。詳しくは、下記担

当までお問い合わせください。 

 

 ジョブコーチによる職場定着支援 

 障害者職業生活相談員による相談・指導 

        等 

 

 

《担当》○○（内線☆☆☆☆） 

E-mail：xxxx@xxxx.xx.xx 
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平成 年 月 日 

 
 

障害者手帳等をお持ちの方へ 
 

 

株式会社○○○ 人事部 

 

 

障害者雇用促進法に基づいて、企業には、雇用している労働者の一定割合（1．

8％）、身体障害者又は知的障害者を雇用しなければならないという障害者雇用義

務が課されています。 

また、この障害者雇用義務の達成状況に基づき、障害者雇用状況の報告、障害

者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申請〔又は報奨金の申請〕を行う必要

があります。（障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調

整金の申請〔又は報奨金の申請〕の詳しい内容については、下記の「１．利用目

的及び必要な情報」を参照してください。） 

 

 

この度、障害者雇用促進法が改正され、各企業の実雇用率の算定の際に、従来

の身体障害者及び知的障害者に加え、精神障害者も算定対象とすることとされま

した（平成 18年４月施行）。 

こうした法改正や個人情報保護法の制定を背景に、労働者の障害に関する情報

は、従来以上に厳正に取り扱うことが求められています。 

 つきましては、障害者手帳等※をお持ちの方で、その情報を下記のとおり利用

することについてご了承いただける場合は、同意書（別紙）に記名押印の上、人

事部まで申し出てください。なお、これは申告を強制するものではなく、下記の

とおり利用することについてご了承いただけた場合にのみ申告をお願いするも

のです。 

 

※ 障害者手帳とは、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳のこ

とを指します。 

また、身体障害者については、都道府県知事の定める医師若しくは産業医に

よる診断書・意見書（内部障害については指定医のものに限る。）、知的障害者

については、児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター、精

神保健指定医若しくは障害者職業センターによる判定書をお持ちの方につい

ても、障害者雇用義務制度の対象となります。 

 

また、申告があったことを理由として、職場において不利益な取扱いを行うこ

とは一切ありません。 

【採用後に障害者を把握・確認する場合①】 

雇用している労働者全員に対して申告を呼びかける書面の例 

別添２ 
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記 

 

１．利用目的及び必要な情報 

 

○ 障害者雇用状況の報告 

毎年 6月 1日における障害者の雇用状況を、○○公共職業安定所に報告

しなければならないこととなっています（報告期間：毎年 6 月 1 日から 7

月 15日）。 

このため、企業は、雇用する労働者のうち、障害者である労働者の人数

を、障害種別・程度ごとに報告する必要があります。 

 

○ 障害者雇用納付金の申告 

各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づき算定した障害者雇用納付

金の額等を、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構（○○都道府県障害

者雇用促進協会経由）に申告しなければならないこととなっています（申

告期間：毎年 4月 1日から 5月 15日） 

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月日、転入年月日、

年度内に身体障害者又は精神障害者となった年月日、年度内等級等変更年

月日、離職年月日、転出年月日を申告する必要があります。 

 

○ 障害者雇用調整金の申請 

障害者雇用調整金は、各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づいて

金額を算定し、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構（○○都道府県障

害者雇用促進協会経由）に支給の申請を行った事業主に対して支給される

こととなっています（申請期間：毎年 4月 1日から 5月 15日）。 

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月日、転入年月日、

年度内に身体障害者又は精神障害者となった年月日、年度内等級等変更年

月日、離職年月日、転出年月日を申告する必要があります。 

 

○ 報奨金の申請 

報奨金は、各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づいて金額を算定

し、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構（○○都道府県障害者雇用促

進協会経由）に支給の申請を行った事業主に対して支給されることとなっ

ています（申請期間：毎年 4月 1日から 7月 31日）。 

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月日、転入年月日、

年度内に身体障害者又は精神障害者となった年月日、年度内等級等変更年

月日、離職年月日、転出年月日を申告する必要があります。 
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２．毎年度の利用 

 

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申

請〔又は報奨金の申請〕は、毎年度１回行わなければならないこととされて

いることから、当社は、障害者雇用状況の報告等の業務の実施に当たり、今

回あなたから申告していただいた情報を、毎年度利用することとなりますの

で、あらかじめご了承ください。 

なお、当社が、申告していただいた情報を、本人の同意無く、障害者雇用

状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申請〔又は報奨

金の申請〕以外の利用目的のために用いることは一切ありません。 

 

３．情報の更新 

 

 今回申告していただいた情報について、毎年度障害者雇用状況の報告等のた

めに用いるに当たり、内容に変更があると考えられるような場合には、障害者

雇用状況の報告等の実施に必要な範囲で、変更の有無について確認を行うこと

がありますので、あらかじめご了承ください。 

なお、情報の内容の変更とは、具体的には、障害等級の変更や、有効期限を

過ぎた精神障害者保健福祉手帳の更新の有無等を想定しています。このため、

精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方は、手帳の有効期限を届け出てください。 

また、今回申告していただいた情報について、その内容の正確性を確保する

観点から、障害等級に変更があった場合や、精神障害者保健福祉手帳を返却し

た場合には、その旨人事担当者まで連絡してください。 

  

４．親事業主への情報提供 

 

当社は、株式会社×××の特例子会社〔又は関係会社〕です。 

このため、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整

金の申請〔又は報奨金の申請〕を、親事業主である株式会社×××において一括

して行う必要があることから、申告していただいた情報を株式会社×××の人事

部に提供することとなりますので、あらかじめご了承ください。 

 

以上 

締め切り：平成××年××月××日 

連絡方法：まずは下記担当まで御連絡ください。連絡方法は、直接来て

いただいてもかまいませんし、メールや電話でもけっこうで

す。 

担当：人事部△△係 ○○（内線☆☆☆☆） E-mail:xxxx@xxxx.xx.xx 
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（注） 以下の支援策については、この機会にあわせて伝えておくことが望まれる事項です。 

 

 

 

 

当社では、障害者の方が働き続けることができるようにするために、

以下のような支援を行っています。ご利用を希望される場合は、下記

担当まで御連絡ください。 

 

 支援策１ 

 （支援策１の概要説明） 

 支援策２ 

（支援策２の概要説明） 

 

 

《担当》○○（内線☆☆☆☆） 

E-mail：xxxx@xxxx.xx.xx 

 

 

 

 

 

障害者の雇用支援のために、以下のような支援策をはじめとする公

的な職業リハビリテーションサービスがあります。詳しくは、下記担

当までお問い合わせください。 

 

 ジョブコーチによる職場定着支援 

 障害者職業生活相談員による相談・指導 

        等 

 

 

《担当》○○（内線☆☆☆☆） 

E-mail：xxxx@xxxx.xx.xx 
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平成 年 月 日 

 

 
 

 

株式会社○○○ 人事部 

 

 

障害者雇用促進法に基づいて、企業には、雇用している労働者の一定割合（1．

8％）、身体障害者又は知的障害者を雇用しなければならないという障害者雇用義

務が課されています。 

また、この障害者雇用義務の達成状況に基づき、障害者雇用状況の報告、障害

者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申請〔又は報奨金の申請〕を行う必要

があります。（障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調

整金の申請〔又は報奨金の申請〕の詳しい内容については、下記の「１．利用目

的及び必要な情報」を参照してください。） 

 

 

この度、障害者雇用促進法が改正され、各企業の実雇用率の算定の際に、従来

の身体障害者及び知的障害者に加え、精神障害者も算定対象とすることとされま

した（平成 18年４月施行）。 

こうした法改正や個人情報保護法の制定を背景に、労働者の障害に関する情報

は、従来以上に厳正に取り扱うことが求められています。 

 つきましては、あなたからのジョブコーチ支援を利用したいという申出に基づ

いて、あなたが障害者手帳等※をお持ちかどうかお聞きします。もし障害者手帳

等をお持ちの場合であって、障害に関する情報を、下記のとおり利用することに

同意する場合は、同意書（別紙）に記名押印の上、人事部まで提出してください。 

  

なお、この照会は、回答を強制するものではありません。回答したくない場合や、

下記のとおり利用することに同意しない場合は、お答えいただかなくてもけっこ

うです。回答いただける場合は、平成××年××月××日までに担当まで御連絡

ください。 

 

※ 障害者手帳とは、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳のこ

とを指します。 

また、身体障害者については、都道府県知事の定める医師若しくは産業医に

よる診断書・意見書（内部障害については指定医のものに限る。）、知的障害者

については、児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター、精

神保健指定医若しくは障害者職業センターによる判定書をお持ちの方につい

ても、障害者雇用義務制度の対象となります。 

【採用段階で障害者を把握・確認する場合②】 

個人を特定して照会を行う際の書面の例 
別添３ 

(注) 必要に応じ、書面にルビをふったり、個別に説明を行うなど、

本人が書面に記載された内容を理解できるような工夫が求めら

れます。 
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記 

 

１．利用目的及び必要な情報 

 

○ 障害者雇用状況の報告 

毎年 6月 1日における障害者の雇用状況を、○○公共職業安定所に報告

しなければならないこととなっています（報告期間：毎年 6 月 1 日から 7

月 15日）。 

このため、企業は、雇用する労働者のうち、障害者である労働者の人数

を、障害種別・程度ごとに報告する必要があります。 

 

○ 障害者雇用納付金の申告 

各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づき算定した障害者雇用納付

金の額等を、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構（○○都道府県障害

者雇用促進協会経由）に申告しなければならないこととなっています（申

告期間：毎年 4月 1日から 5月 15日） 

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月日、転入年月日、

年度内に身体障害者又は精神障害者となった年月日、年度内等級等変更年

月日、離職年月日、転出年月日等を申告する必要があります。 

 

○ 障害者雇用調整金の申請 

障害者雇用調整金は、各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づいて

金額を算定し、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構（○○都道府県障

害者雇用促進協会経由）に支給の申請を行った事業主に対して支給される

こととなっています（申請期間：毎年 4月 1日から 5月 15日）。 

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月日、転入年月日、

年度内に身体障害者又は精神障害者となった年月日、年度内等級等変更年

月日、離職年月日、転出年月日を申告する必要があります。 

 

○ 報奨金の申請 

報奨金は、各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づいて金額を算定

し、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構（○○都道府県障害者雇用促

進協会経由）に支給の申請を行った事業主に対して支給されることとなっ

ています（申請期間：毎年 4月 1日から 7月 31日）。 

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月日、転入年月日、

年度内に身体障害者又は精神障害者となった年月日、年度内等級等変更年

月日、離職年月日、転出年月日を申告する必要があります。 
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２．毎年度の利用 

 

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申

請〔又は報奨金の申請〕は、毎年度１回行わなければならないこととされて

いることから、当社は、障害者雇用状況の報告等の業務の実施に当たり、今

回あなたから申告していただいた情報を、毎年度利用することとなりますの

で、あらかじめご了承ください。 

なお、当社が、申告していただいた情報を、本人の同意無く、障害者雇用

状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申請〔又は報奨

金の申請〕以外の利用目的のために用いることは一切ありません。 

 

３．情報の更新 

 

 今回申告していただいた情報について、毎年度障害者雇用状況の報告等のた

めに用いるに当たり、内容に変更があると考えられるような場合には、障害者

雇用状況の報告等の実施に必要な範囲で、変更の有無について確認を行うこと

がありますので、あらかじめご了承ください。 

なお、情報の内容の変更とは、具体的には、障害等級の変更〔や、有効期限

を過ぎた精神障害者保健福祉手帳の更新の有無〕等を想定しています。〔このた

め、精神障害者保健福祉手帳の有効期限を届け出てください。〕 

 

また、今回申告していただいた情報について、その内容の正確性を確保する

観点から、障害等級に変更があった場合〔や、精神障害者保健福祉手帳を返却

した場合〕には、その旨担当まで連絡してください。 

  

 

４．親事業主への情報提供 

 

当社は、株式会社×××の特例子会社〔又は関係会社〕です。 

このため、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整

金の申請〔又は報奨金の申請〕を、親事業主である株式会社×××において一括

して行う必要があることから、申告していただいた情報を株式会社×××の人事

部に提供することとなりますので、あらかじめご了承ください。 

 

 

以上 

 

担当：人事部△△係 ○○（内線☆☆☆☆） E-mail:xxxx@xxxx.xx.xx 
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（注） 以下の支援策については、この機会にあわせて伝えておくことが望まれる事項です。 

 

 

 

 

当社では、障害者の方が働き続けることができるようにするために、

以下のような支援を行っています。ご利用を希望される場合は、下記

担当まで御連絡ください。 

 

 支援策１ 

 （支援策１の概要説明） 

 支援策２ 

（支援策２の概要説明） 

 

 

《担当》○○（内線☆☆☆☆） 

E-mail：xxxx@xxxx.xx.xx 

 

 

 

 

 

障害者の雇用支援のために、以下のような支援策をはじめとする公

的な職業リハビリテーションサービスがあります。詳しくは、下記担

当までお問い合わせください。 

 

 ジョブコーチによる職場定着支援 

 障害者職業生活相談員による相談・指導 

        等 

 

 

《担当》○○（内線☆☆☆☆） 

E-mail：xxxx@xxxx.xx.xx 
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平成  年  月  日 

 

株式会社○○○ 殿 

 

 

 

同 意 書 

 

 

 

私は、私の障害者手帳に記載された情報に関して、貴社が下記のとおり利用す

ることについて同意致します。 

 

 

記 

 

１．以下の利用目的に用いること。 

（１）障害者雇用状況の報告 

（２）障害者雇用納付金の申告 

（３）障害者雇用調整金の申請 

〔（２）報奨金の申請〕 

 

２．上記の利用目的のために、毎年度情報を利用すること。 

 

３．貴社が上記の利用目的のために必要な範囲内で、私に対して障害等級の変更

〔及び精神障害者保健福祉手帳所持者の場合は、手帳の更新の有無等〕等、

情報の内容に変更がないかどうか確認する場合があること。 

 

４．上記の利用目的のために、特例子会社〔又は関係会社〕である貴社の親事業

主に当たる株式会社×××の人事部に、情報を提供すること。 

 

 

 

以上 

 

 

氏名    印 

別紙 
(注) 必要に応じ、書面にルビをふったり、個別に説明を行うなど、

本人が書面に記載された内容を理解できるような工夫が求めら

れます。 
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